
 

 
令 和 元 年 1 0 月 ３ 日  

自 動 車 局 環 境 政 策 課  

自動車局審査・リコール課 

 

二輪車の車載式故障診断装置の要件が追加されます。 

－道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部改正－ 
 

二輪車の車載式故障診断装置について、排出ガスを浄化する装置の劣化を監視する等の

要件を追加しました。 

 
中央環境審議会答申「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」（第13次

答申（平成29年５月））において、二輪車の排出ガス低減対策として、より高度な車

載式故障診断装置（以下「OBDⅡ」という。）を導入することについてとりまとめら

れたこと及び国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（以下

「UN-ECE/WP29」という。）におけるOBDⅡの具体的な検出項目等の議論を踏まえ、道

路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成14年国土交通省告示第619号）等の

改正を行いました。 
 
１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の主な改正項目（改正の詳細は別紙

を御覧ください。） 

・  OBDⅡの要件として、失火及び触媒劣化等の故障により排出ガス値が異常レベル

を超える可能性がある場合には、故障を運転者に知らせるとともに、故障時の自

動車使用状況の情報をシステム内に保存すること等を規定します。 
 

 

 

 

 

 

２．適用時期（車種やOBDⅡの要件により適用時期が異なりますので、詳細は別紙を

御覧ください。） 

新型車は令和２年12月から、継続生産車は令和４年11月から適用対象とします。 

 

３．スケジュール 

公布：令和元年 10 月３日 

施行：公布の日 

 
 

問い合わせ先 

 自動車局環境政策課：髙野、菊地 

電 話 番 号：03-5253-8111（内線 42523、42522）、直通 03-5253-8604 

ＦＡＸ番号：03-5253-1636 

 自動車局審査・リコール課：高久、佐藤（圭） 

電 話 番 号：03-5253-8111（内線 42312、42323）、直通 03-5253-8596 

ＦＡＸ番号：03-5253-1636 

故障を運転者に警報するときの表示 
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（別紙） 

 

道路運送車両法関係手数料規則及び道路運送車両の保安基準の 

細目を定める告示等の一部改正について 

 

１．背景 

我が国では、大気環境改善のため、自動車の排出ガス規制を導入しているところであ

り、大気汚染状況、技術開発状況、海外の動向等を踏まえつつ、順次規制を強化してい

ます。 

中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第 13 次答申）」

において、二輪車に対して UN-ECE/WP29 における具体的な検出項目等の議論を踏まえ、

排出ガス発散防止装置に係る OBDⅡを導入することが提言されています。 

今般、UN-ECE/WP29 における議論の進捗を踏まえ、二輪車（総排気量が 50cc 以下、

かつ、最高速度が 50km/h 以下の原動機付自転車を除く。）に対し OBDⅡを導入するため、

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等について所要の改正を行います。 

 

２．改正の概要 

（１）道路運送車両法関係手数料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）の一部改正 

二輪車の OBDⅡについての保安基準適合性審査に係る試験を受けるに際して、独立

行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案して 27 万円と

定めます。 

 

（２）道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行います。 

①  OBDⅡは、電気系統の断線等を検知したときに運転者に警報するという従来の

要件に加え、故障情報（故障状態を示すコード、故障時の車両使用状況データ

（故障を検知したときのエンジン回転数、水温、油温等のデータ）等）を保存

すること、故障情報は読み出せるものであることについて規定します。 

②  OBDⅡの監視要件は、排出ガス発散防止装置が故障又は劣化したときに WMTC

モードにより測定した排出ガス値が異常レベル（OBD 閾値）を超える可能性があ

るものについて監視・検知できることを規定します。これには、失火や触媒劣

化の監視・検知を含みます。 

③  OBDⅡの試験要件は、故障を再現した部品を車両に装着し、①及び②の要件の

適合性を確認することについて規定します。 

 

（３）道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要

な事項を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行います。 
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① （２）について、新型車は令和２年 12 月から、継続生産車は令和４年 11 月から適

用対象とし、第一種原動機付自転車については、OBDⅡの技術開発状況を考慮し、適

用を猶予します。 

② （２）の OBDⅡの監視要件のうち、触媒劣化については、新型車は令和６年 12 月

（第二種原動機付自転車は令和７年 12 月）から、継続生産車は令和８年 11 月（第二

種原動機付自転車は令和９年 11 月）から適用とします。 

 

４．スケジュール 

公 布：令和元年 10 月３日 

施 行：公布の日 
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令 和 元 年 1 0 月 1 5 日 

自 動 車 局 技 術 政 策 課 

自動車局審査・リコール課 

 

側方衝突警報装置に関する国際基準を導入します 
～道路運送車両の保安基準及び保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

 
自動車局では、自動車の安全基準等について、国際的な整合を図りつつ、順次、拡充・強化を進

めています。 

今般、「側方衝突警報装置に係る協定規則（第151号）」等が、国連欧州経済委員会自動車基

準調和世界フォーラム（WP29）において採択されたことを踏まえ、我が国においてもこの基準を導入

します。 

加えて、スマートフォン等を自動車の鍵として利用することにより、運転することができる機能を認

める基準の改正等を行います。 
 
１． 保安基準等の主な改正項目（※ 改正の詳細については別紙をご覧ください。） 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

①  車両総重量８トンを超える貨物自動車は、協定規則第 151 号に規定された技術的要

件に適合しなければならない。 

適用時期は、新型車は令和４年５月から、継続生産車は令和６年５月から適用対象とす

る。 

   ②  現行は、専用の鍵でのみ施錠・解錠が認められているが、一定のセキュリティ対策がな

されていることを確認したうえで、スマートフォン等を自動車の鍵として利用するこ

とにより、運転することができる機能を認めることとする。  
 
２．公布・施行 

公 布 ： 10月15日 

施 行 ： 10月15日 
      側方衝突警報装置等新規採択基準に係るものにあっては11月15日 

 

大型貨物自動車が左折時等に自転車と衝突するおそれがある場合に運転者に警報する

側方衝突警報装置に関する国際基準を導入し、また、スマートフォン等を自動車の鍵として

利用する最新技術を搭載する自動車が安全に市場投入されるための環境整備を行うため、

所要の法令の整備を行います。 

問い合わせ先 

  自動車局 技術政策課   ：東海、江連 

    電話 03-5253-8111（内線 42214） 03-5253-8591（直通）  

FAX  03-5253-1639 

  自動車局 審査・リコール課：佐藤 

    電話 03-5253-8111（内線 42323） 03-5253-8596（直通）  

FAX  03-5253-1640 
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【別紙】 

 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令及び道路運送車両の 

保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示について 
 

 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するため、

国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和さ

れた技術上の国際連合の諸規則の採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の

相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協

定規則」という。）について段階的に採用を進めているところである。 

今般、国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 177 回会合において、「側方

衝突警報装置に係る協定規則（第 151 号）」等が新たに採択されたほか、「圧縮天然ガス燃料自動車及

び液化天然ガス燃料自動車に係る協定規則（第 110 号）」等の改訂が採択された。 

また、スマートフォン等を自動車の鍵として利用することにより運転することができる機能を認

め最新技術を搭載する自動車が安全に市場投入されるための環境整備を行う。 

これらを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号。以下「保安基準」とい

う。）、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、道路運送車両の保安基準の細目を定める告

示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号。以下「細目告示」という。）等について、所要の改正を行う

こととする。 

 

※協定規則（原文）については次のとおり。 

https://www.unece.org/trans/main/wp29/wp29wgs/wp29gen/wp29ap_mar19.html 

 

２．改正の概要 

（１）保安基準及び細目告示の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

①  車両総重量 8トン超の貨物自動車（被牽引自動車を除く。）には、協定規則第 151 号に規定

された要件に適合した側方衝突警報装置を備えなければならないこととする。 

②  現行は、専用の鍵でのみ施錠・解錠が認められているが、一定のセキュリティ対策がなされ

ていることを確認したうえで、スマートフォン等を自動車の鍵として利用することにより、

運転することができる機能を認めることとする。 

 

（２）装置型式指定規則の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

・ 型式指定の対象となる特定装置の種類に、側方衝突警報装置を追加する。 

・ 協定規則第 151 号に基づき認定された側方衝突警報装置は、型式指定を受けたものとみなす

こととする。 

・ 型式指定を受けたものとみなす特定装置のうち、灯火装置等について下記の通り当該装置に

係る協定規則を３つに統合する。 
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協定規則第 148 号 

（信号灯火に係る規則） 

番号灯 方向指示器 車幅灯、尾灯 

制動灯、補助制動灯 （前後部）上側端灯 後退灯 

低速走行時側方照射灯 後部霧灯 駐車灯 

昼間走行灯 側方灯  

協定規則第 149 号 

（照射灯火に係る規則） 
前部霧灯 前照灯 側方照射灯 

協定規則第 150 号 

（反射器に係る規則） 

前部反射器 側方反射器 後部反射器 

停止表示器材 大型後部反射器 再帰反射材 

・ 協定規則第 148 号に基づき認定された信号灯火、協定規則第 149 号に基づき認定された照射

灯火及び協定規則第 150 号に基づき認定された反射器は、型式指定を受けたものとみなすこと

とする。 

・ 協定規則 110 号が改訂されたことにより、規則番号について変更を行う。 

・ 協定規則 10号が改訂されたことにより、規則番号について変更を行う。 

 

（３）道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

特定装置としての側方衝突装置の保安基準適合性についての審査を受けるに際して独立行政

法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案してそれぞれ定める。 

 

（４）道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な事項

を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）の一部改正 

（１）①の改正について、新型車は令和４年５月から、継続生産車は令和６年５月から適用対象

とするほか、所要の改正を行う。 

 

（５）その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係告示について所要の改正を行う。 

 

 

３．スケジュール 

 公 布：令和元年 10月 15 日 

 施 行：公布の日 

     側方衝突警報装置等新規採択に係るものにあっては令和元年 11 月 15 日 
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国連の車両等の型式認定相互承認協定（１９５８年協定）の概要 

 

１．協定の目的 

1958 年に締結された国連の多国間協定であり、正式名称は、「車両並びに車両への取付け又は車両における

使用が可能な装置及び部品に係る統一的な技術上の要件の採択並びにこれらの要件に基づいて行われる認定の

相互承認のための条件に関する協定」（以下、「車両等の型式認定相互承認協定」という。）である。 

車両等の型式認定相互承認協定は、自動車の装置ごとの安全・環境に関する基準の国際調和及び認証の相

互承認を推進することにより、安全で環境性能の高い自動車を普及するとともに、自動車の国際流通の円滑化を

図ることを目的としている。 

 

２．加入状況 

令和元年（2019 年）10 月現在、54 か国、１地域が加入。 

    日本は、平成 10 年（1998 年）11 月 24 日に加入。 

ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、スウェーデン、ベルギー、ハンガリー、チェコ、スペイン、セルビア、イギリス、オー

ストリア、ルクセンブルク、スイス、ノルウェー、フィンランド、デンマーク、ルーマニア、ポーランド、ポルトガル、ロシア、

ギリシャ、アイルランド、クロアチア、スロべニア、スロバキア、ベラルーシ、エストニア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ラト

ビア、ブルガリア、リトアニア、トルコ、アゼルバイジャン、マケドニア、欧州連合（ＥＵ）、日本、オーストラリア、ウク

ライナ、南アフリカ、ニュージーランド、キプロス、マルタ、韓国、マレーシア、タイ、モンテネグロ、チュニジア、カザフ

スタン、アルバニア、エジプト、ジョージア、サンマリノ、モルドバ、アルメニア 

  （下線はＥＵ加盟国、  はアジア諸国） 

 

３．基準の制定・改訂 

(1) 協定に基づく規則（以下、「協定規則」という。）は、国連の自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ29）での検討

を経て、制定・改訂が行われる。同フォーラムには、上記締約国の他、アメリカ、カナダ等が参加している。 

(2) 令和元年（2019 年）１０月現在、装置ごとに 152 の協定規則（基準）が制定されている。 

 

４．協定に基づく認証の相互承認の流れ 

(1) 協定締約国は、国内で採用する協定規則を選択する。 

(2) 協定締約国は、採用した協定規則について、当該協定規則による認定を行った場合には、国番号付きの認定

マーク（ Ｅ43 ：日本の場合）と認定番号を与える。 

(3) 認定を取得した装置については、当該協定規則を採用した他の協定締約国での認定手続きが不要になる。 

 

５．日本における規則の採用状況及び今後の方針 

日本は令和元年（2019年）５月現在、乗用車の制動装置、警音器等の85の規則を採用している。今後も、新

技術を踏まえた基準の策定等により積極的に基準調和を進めていくこととしている。 

参考１ 
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令和元年10月現在
No. 　項　目　名　 No. 　項　目　名　 No. 　項　目　名

0 国際的な車両認証制度 50 灯火器(二輪車、ﾓﾍﾟｯﾄﾞ)　　 101 乗用車のCO2排出量と燃費

1 前照灯    　 51 騒音 102 連結装置

2 前照灯白熱球 52 小型バスの構造 103 交換用触媒

3 反射器 53 灯火器の取付け（二輪車） 104 大型車用反射材

4 後部番号灯 54 タイヤ（商用車） 105 危険物輸送車両構造

5 ｼｰﾙﾄﾞﾋﾞｰﾑ前照灯 55 車両用連結装置 106 タイヤ(農耕用ﾄﾗｸﾀ)

6 方向指示器 56 前照灯(ﾓﾍﾟｯﾄﾞ) 107 二階建てバスの構造

7 車幅灯、尾灯、制動灯、前部・後部上側端灯 57 前照灯(二輪車) 108 再生タイヤ

8 ﾊﾛｹﾞﾝ前照灯 58 突入防止装置 109 再生タイヤ(商用車)

9 騒音（三輪車） 59 交換用消音器 110 CNG・LNG自動車

10 電波妨害抑制装置 60 ｺﾝﾄﾛｰﾙ類の表示(二輪車、ﾓﾍﾟｯﾄﾞ） 111 ﾀﾝｸ自動車のﾛｰﾙｵｰﾊﾞｰ

11 ドアラッチ及びヒンジ 61 外部突起(商用車) 112 非対称配光型ﾍｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟの配光

12 ステアリング機構 62 施錠装置（二輪車） 113 対称配光型ﾍｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟの配光

13 制動装置 63 騒音(ﾓﾍﾟｯﾄﾞ) 114 後付エアバック

13H 制動装置（乗用車） 64 応急用予備走行装置 115 CNG、LPGﾚﾄﾛﾌｨｯﾄｼｽﾃﾑ

14 シートベルト・アンカレッジ 65 特殊警告灯 116 盗難防止装置

15 排出ガス規制 66 ｽｰﾊﾟｰｽﾄﾗｸﾁｬｰ強度（バス） 117 タイヤ単体騒音

16 シートベルト 67 LPG車用装置 118 バス内装難燃化

17 シート及びシートアンカー 68 最高速度測定法 119 コーナリングランプ

18 施錠装置（四輪車） 69 低速車の後部表示板 120 ﾉﾝﾛｰﾄﾞ馬力測定法

19 前部霧灯 70 大型車後部反射器 121 ｺﾝﾄﾛｰﾙ･ﾃﾙﾃｰﾙ

20 ﾊﾛｹﾞﾝ前照灯(H4前照灯） 71 農耕用ﾄﾗｸﾀの視界 122 ﾋｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ規則

21 内部突起 72 ﾊﾛｹﾞﾝ前照灯(二輪車) 123 配光可変型前照灯

22 ヘルメット及びバイザー 73 大型車側面保護 124 乗用車ホイール

23 後退灯         74 灯火器の取付（ﾓﾍﾟｯﾄﾞ） 125 直接視界

24 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ自動車排出ガス規制 75 タイヤ（二輪車、ﾓﾍﾟｯﾄﾞ） 126 客室と荷室の仕切り

25 ヘッドレスト 76 前照灯(ﾓﾍﾟｯﾄﾞ) 127 歩行者保護

26 外部突起(乗用車) 77 駐車灯 128 LED光源

27 停止表示器材 78 制動装置（二・三輪車、ﾓﾍﾟｯﾄﾞ） 129 新幼児拘束装置

28 警音器 79 かじ取装置 130 車線逸脱警報装置

29 商用車運転席乗員の保護 80 シート（大型車） 131 衝突被害軽減制動制御装置

30 タイヤ(乗用車) 81 後写鏡(二輪車) 132 排ガスレトロフィット

31 ﾊﾛｹﾞﾝｼｰﾙﾄﾞﾋﾞｰﾑ前照灯 82 ﾊﾛｹﾞﾝ前照灯(ﾓﾍﾟｯﾄﾞ） 133 リサイクル

32 後部衝突における車両挙動 83 燃料要件別排出ガス規制 134 水素燃料電池自動車

33 前方衝突における車両挙動 84 燃費測定法 135 ポール側面衝突時の乗員保護

34 車両火災の防止 85 馬力測定法 136 電気自動車（二輪車）

35 ﾌｯﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ類の配列 86 灯火器の取付け（農耕用ﾄﾗｸﾀ） 137 フルラップ前突時乗員保護　

36 バスの構造 87 ﾃﾞｲﾀｲﾑﾗﾝﾆﾝｸﾞﾗﾝﾌﾟ 138 車両接近通報装置

37 白熱電球 88 反射タイヤ(ﾓﾍﾟｯﾄﾞ、自転車） 139 BAS（ブレーキアシストシステム）

38 後部霧灯 89 速度制限装置 140 ESC（横滑り防止装置）

39 スピードメーター 90 交換用ﾌﾞﾚｰｷﾗｲﾆﾝｸﾞ 141 タイヤ空気圧監視装置

40 排出ガス規制（二輪車） 91 側方灯 142 タイヤ取付

41 騒音（二輪車） 92 交換用消音器（二輪車） 143 重量ﾃﾞｭｱﾙｴﾝｼﾞﾝのﾚﾄﾛﾌｨｯﾄｼｽﾃﾑ

42 バンパー 93 ﾌﾛﾝﾄｱﾝﾀﾞｰﾗﾝﾌﾟﾛﾃｸﾀ 144 事故自動緊急通報装置

43 窓ガラス 94 オフセット前突時乗員保護　 145 年少者用補助乗車装置取付具

44 幼児拘束装置 95 側突時乗員保護 146 水素燃料電池自動車（二輪車）

45 ヘッドランプ・クリーナー 96 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ（農耕用ﾄﾗｸﾀ） 147 連結装置（農耕用）

46 後写鏡 97 警報装置及びイモビライザ 148 信号灯火に係る規則

47 排出ガス規制（ﾓﾍﾟｯﾄﾞ） 98 前照灯(ｶﾞｽﾃﾞｨｽﾁｬｰｼﾞ式) 149 照射灯火に係る規則

48 灯火器の取付け 99 ｶﾞｽﾃﾞｨｽﾁｬｰｼﾞ光源 150 反射器に係る規則

49 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ排出ガス規制 100 電気自動車 151 側方衝突警報装置

基準採用済

国連の車両等の型式認定相互承認協定における相互承認の対象項目 

参考２
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令和元年１０月１８日 

自動車局自動車情報課 
 

つけて走って広げよう、地域の魅力！ 
～新たな地域名表示による地方版図柄入りナンバープレートのデザイン決定～ 

 
 

国土交通省においては、“走る広告塔”としてのナンバープレートの機能に着目し、昨年 10

月より地域の風景や観光資源を図柄にした地方版図柄入りナンバープレートの交付を開始

しましたが、来年 5 月頃より、既存の 41 地域に加え、新たな地域名表示による 17 地域の地

方版図柄入りナンバープレートの交付を開始します。 

この度、その具体的なデザインを決定しましたのでお知らせします。 

 

１．具体的デザイン（全国 17 地域名表示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．地域の取組みへの寄付金の活用 

  フルカラーの図柄入りナンバープレートについては寄付金（1,000 円以上）をお願

いし、導入地域における交通改善、観光振興などに資する取組みを支援します。 

 

 

【問い合わせ先】自動車局 自動車情報課 浪川・尼寺・青柳 

電話：03-5253-8111（内線:41145、42103）直通：03-5253-8588 FAX：03-5253-1639 

 

詳細は別紙参照 
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＜
弘
前
城
・
桜
色
の
お
堀
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岩
木
山
＞

＜
春
の
小
峰
城
＞

知
床
（
北
海
道
斜
里
郡
等
）

＜
ウ
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ナ
イ
湖
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イ
ス
ホ
ッ
ケ
ー
の
街
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床
の
雄
大
な
自
然
＞

北
海
道

苫
小
牧
（
北
海
道
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小
牧
市
）

弘
前
（
青
森
県
弘
前
市
等
）

白
河
（
福
島
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等
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柄
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市
）

市
川
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市
川
市
）

＜
松
戸
の
風
景
＞

＜
市
川
の
梨
と
街
と
江
戸
川
＞

東
北

関
東
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関
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橋
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）

＜
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デ
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菖
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②
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伊
勢
志
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重
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勢
市
等
）

＜
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＞
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県
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日
市
市
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＜
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く
四
日
市
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県
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等
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＜
朱
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＞
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等
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八
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③
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北
海
道

知
床
、
苫
小
牧

弘
前
、
白
河

東
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関
東

松
戸
、
市
川
、
船
橋
、
市
原
、

江
東
、
葛
飾
、
板
橋

北
陸
信
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上
越
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部
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勢
志
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、
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畿
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国
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【
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表
示
の
追
加
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和
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５
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頃
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始
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1
7

地
域
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輸
局

 
導
入
申
込
予
定
地
域

 

（
ナ

ン
バ

ー
表

示
) 

対
象
区
域

 

北
海
道

 
知
床

 
斜

里
郡

（
斜
里
町
、
清
里
町
、
小
清
水
町

）、
野
付
郡
（
別
海
町
）、

標
津
郡

（
中
標
津
町
、
標
津
町
）、

 

目
梨
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（
羅
臼
町
）

 

苫
小
牧

 
苫

小
牧
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東
北

 
弘
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弘
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、

中
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西
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）
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白
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白
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泉
崎
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中
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村
、
西
郷
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東

 

松
戸

 
松
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市

 

市
川

 
市

川
市

 

船
橋

 
船

橋
市

 

市
原

 
市

原
市

 

江
東

 
江
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区

 

葛
飾

 
葛
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板
橋

 
板

橋
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、
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市

 
四

日
市
市

 

近
畿

 
飛
鳥

 
橿

原
市
、

磯
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田
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）、
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（
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日
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）
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国
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雲
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、

仁
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郡
（
奥
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雲
町
）、

飯
石

郡
（
飯
南
町
）

 

四
国

 
高
松

 
高

松
市
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春
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、
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、
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、

越
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、
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田
、
柏
、
世
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、

杉
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、
富
士
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新
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、
長
岡
、
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、
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東
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部

北
陸
信
越

中
国
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畿

四
国

4
1

地
域

九
州
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）
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）
軽
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）
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ト

寄 付 金 付 き 寄 付 金 な し
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令和元年１１月２７日 
自 動 車 局 
審 査 ・ リ コ ー ル 課 

 
水深が床面を超えたら、もう危険！ 

－ 自動車が冠水した道路を走行する場合に発生する不具合について － 

 自動車が冠水した道路を走行する場合、水深が車両の床面を超えると、エンジン、電気装置等に

不具合が発生するおそれがあります。また、水深がドアの高さの半分を超えると、ドアを内側から

ほぼ開けられなくなります。 

 

今年の台風 19 号等による大雨においては、自動車が水没する等により、運転者や同乗者が亡く

なる事故が相次ぎました。 

自動車は、エンジンやモーターで駆動し、電気装置により制御されているため、水深が車両の床面

を超えて車内へ浸水すると、様々な不具合が発生するおそれがあり、最悪の場合、エンジンやモータ

ーが停止して移動できなくなります。また、水深がドアの下端にかかると、車外の水圧により内側から

ドアを開けることが困難となり、ドア高さの半分を超えると、内側からほぼ開けられなくなります。 

国土交通省では、国内乗用車メーカー８社に対して、自動車が冠水した道路を走行した場合に生じ

得る不具合等について調査を行い、その結果を踏まえ、「自動車が冠水した道路を走行する場合に

発生する不具合」を別紙のとおりまとめましたので、公表します。 

 

※1 浸水による車両への影響については、車両形状や設計により異なります。 

※2 一度浸水した車両は、運転可能であっても、電気装置等が損傷を受けているおそれがあるため、自動車整備工

場等で点検整備を受けるようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】  

審査・リコール課 寺戸、村井（光）、村井（章） 

代表：03-5253-8111 （内線：42352、42302） 

直通：03-5253-8594、FAX：03-5253-1640 

詳細については別紙をご参照ください。 
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（別紙） 

 

自動車が冠水した道路を走行する場合に発生する不具合について 

 

 ◆ 浸水による車両への影響については、車両形状や設計により異なります。特に、車高が低い

車両では影響を受けやすいため、注意が必要です。 

 ◆ 自動車は、水深が深い場所を走行できるように設計されていません。このため、大雨等の際

には、早めの避難を心掛けることはもちろん、冠水した道路に安易に進入しないこと、冠水路

で自動車が動かなくなった場合には早めに脱出することが重要です。 

 

１． 自動車が冠水した道路を走行する際に生じる不具合 

○ 水深が床面を超えると、車内に浸水して電気装置が故障するおそれや、マフラーから浸水

してエンジンルームが損傷するおそれがあります。その結果、次のような不具合を生じるお

それがあります。 

− 自動スライドドアやパワーウインドウが動作しなくなる 

− エンジンやモーターが停止し、再始動できなくなる 

【注意！】 水深が床面以下であっても、走行速度が大きくなると、車両が巻き上げた水

や生じた波により、吸気口からエンジンに浸水し、最悪の場合、エンジンが停

止して動作しなくなるおそれがあります。また、電気自動車やハイブリッド車で

は、駆動用バッテリーに浸水すると、車両が停止するおそれがあります。 

【注意！】 水流がある場合、車両が流されるおそれがあり、大変危険です。 

○ タイヤが完全に水没すると、車体が浮いて移動が困難になるおそれがあります。 

○ 水深がドアの下端にかかると、車外の水圧により内側からドアを開けることが困難となり、

ドア高さの半分を超えると、内側からほぼ開けられなくなります。※1、※2 

※1 内外の水の高さが同じになるまで浸水すると、内側からドアが開くようになります。 

※2 自動車のガラスは、脱出用ハンマーで割ることができます。ただし、フロントガラス及び一部のドア

ガラス（各メーカーにご確認ください）は、合わせガラスのため割ることはできません。脱出用ハン

マーは、新車購入時にオプション購入するか、自動車の販売店・用品店で購入可能です。 
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２． その他の注意事項 

○ 冠水した道路では、路面が見えづらくなります。水深や道路の端がわからない場所（アンダ

ーパスなど）には進入しないようにしてください。 

○ 万が一、車両が水中に落ちてしまった場合には…。 

まず落ちついて、シートベルトを外し、窓を開け、脱出します。シートベルトが外れな

い場合はシートベルトカッターなどで切断します。窓が開かない場合は、水面より上にあ

るドアガラスまたはリヤガラスを緊急脱出ハンマーなどで割って脱出します。万一に備え

て緊急脱出ハンマー、シートベルトカッターなどを運転者の手が確実に届く場所に用意し

ておきましょう。ガラスが割れない場合は車内外の水圧差がなくなるまで浸水するのを待

ち、ドアを開け、脱出します。 

出典（一社）日本自動車工業会「安全すてきなカーライフ PASSPORT 2019-2020」 P28 

○ 水が引いた後も、エンジンをかけないでください。また、発火するおそれがありますので、バ

ッテリーの端子（マイナス側）を外してください。（ただし、電気自動車、プラグインハイブリッ

ド自動車及びハイブリッド自動車は、高電圧のバッテリーを搭載していますので、自分で対

処せず、自動車整備工場等にご相談ください。） 

○ 一度浸水した車両は、運転可能であっても、電気装置等が損傷を受けているおそれがある

ため、自動車整備工場等で点検整備を受けるようにしてください。 

○ その他車両ごとの注意事項については、車両に備えられているオーナーズマニュアルをご

覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱出用ハンマー、シートベルトカッターの使い方 

（JAF ホームページより） 

 

脱出用ハンマー、シートベルトカッターの例 
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３． 参考資料 
 

【参考１】（一社）日本自動車工業会「安全すてきなカーライフ PASSPORT 2019-2020」 

http://www.anzen-unten.com/home/carlife-all/carlife/carlife.pdf 

 

【参考２】（一社）日本自動車工業会「安全運転講座 浸水・冠水被害を受けた際の対処法」 

http://www.anzen-unten.com/home/a1/b1/trouble003.html 

 

【参考３】 台風・水害発生時の避難行動 （JAF ホームページ） 

https://jaf.or.jp/common/attention/flood 

 

【参考４】 クルマが冠水・浸水してしまったら？（JAF ホームページ） 

http://qa.jaf.or.jp/trouble/disaster/08.htm 

 

 

 

 

 

 

 

                                               （JAF ホームページより） 

 

【参考５】 クルマが水没したときの対処と脱出方法とは？（JAF ホームページ） 

http://qa.jaf.or.jp/trouble/handling/06.htm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 （JAF ホームページより）          
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令和元年１２月１７日 

自 動 車 局 

審 査 ・ リ コ ー ル 課 

 

「衝突被害軽減ブレーキがあれば、安心」 ではありません。 

－ 衝突被害軽減ブレーキには機能の限界があり、状況によっては作動しません － 

運転者が「衝突被害軽減ブレーキが作動する」と過信して事故に至ったのではないかと疑われる

ケースが増加しています。衝突被害軽減ブレーキには、機能の限界があり、故障していなくても、

状況によっては、作動しません。衝突被害軽減ブレーキの作動の有無にかかわらず、安全運転の

責任は運転者本人にあります。 

 

● 衝突被害軽減ブレーキを搭載した自動車が普及していますが、運転者が「衝突被害軽減ブレー

キが作動する」と過信して事故に至ったのではないかと疑われるケースが増加しています。 

 
「衝突被害軽減ブレーキが作動する」と過信して事故に至ったと疑われる事案（乗用車） 

平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年／令和元年 

72 件 101 件 （80 件）（速報値） 

（※１） 自動車メーカー、ユーザー、関係省庁等から得られた不具合情報に基づき自動車局作成 

（※２） 令和元年度は１～９月までの９か月間の速報値            

 

● 衝突被害軽減ブレーキには機能の限界があり、故障していなくても、状況によっては作動しない

ことがあります（別紙）。その結果、衝突に至った場合でも、安全運転の責任は運転者本人にありま

す。 

（※３）衝突被害軽減ブレーキは、「カメラ方式」「ミリ波レーダー方式」「赤外線レーザー方式」などがあり、車種やシステムにより

作動条件に違いがあります。自動車に備えられた「オーナーズマニュアル」をご確認ください。 

 

● 衝突被害軽減ブレーキは車両のカメラやレーダーにより周囲の状況を監視し、①衝突のおそれ

がある場合には衝突警報により運転者にブレーキ操作を促し、②それでも運転者がブレーキを操

作せず、衝突を回避できないと判断される場合に、緊急的にブレーキを作動させる装置です。 こ

のため、 

 ①衝突警報が頻繁に鳴る        → 日頃から衝突リスクがある運転をしている 

 ②衝突被害軽減ブレーキが作動した → 衝突被害軽減ブレーキがなければ、衝突していた 

 と認識し、ご自身の運転を省みることが大切です。  

（※４）衝突被害軽減ブレーキが作動すると、乗員に大きな力（減速 G）がかかります。 

  

【お問い合わせ先】  

審査・リコール課 寺戸、村井（光）、村井（章） 

代表：03-5253-8111 （内線：42352、42302） 

直通：03-5253-8594、FAX：03-5253-1640 
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（別紙） 

 
１．衝突被害軽減ブレーキが作動しない状況の例 

・ メーカーが定める作動速度を超える場合 

・ 暗闇、逆光等のためカメラにより対象物を認知できない場合 

・ 人や自転車の急な飛び出し、クルマの急な割り込み 

・ 雨・雪・霧などの悪天候 

・ 運転者がアクセルペダルを強く踏み込んだ場合 

 

 
（※） 衝突被害軽減ブレーキは、「カメラ方式」「ミリ波レーダー方式」「赤外線レーザー方式」などがあり、車種やシステムにより

作動条件に違いがあります。自動車に備えられた「オーナーズマニュアル」をご確認ください。 

 

○ 国土交通省 「衝突被害軽減ブレーキは万能ではありません！」【動画】 

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha08_hh_002954.html 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 衝突被害軽減ブレーキ Q＆A（JAF ホームページ） 

   https://jaf.or.jp/common/safety-drive/new-technology/asv/faq 

 

２．衝突警報、衝突被害軽減ブレーキが作動したということは・・・ 

①衝突の可能性がある場合、衝突警報が鳴ります。②それでも運転者がブレーキを操作せず、衝突を回避

できないと判断される場合、衝突被害軽減ブレーキが作動します。このため、 

 ①衝突警報が頻繁に鳴る        → 日頃から衝突リスクがある運転をしている 

 ②衝突被害軽減ブレーキが作動した → 衝突被害軽減ブレーキがなければ、衝突していた 

 と認識し、ご自身の運転を省みることが大切です。 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

※衝突被害軽減ブレーキが作動すると、乗員に大きな力

（減速 G）がかかります。 
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                             （） 

令和元年１２月２５日 

自動車局技術政策課 

 

トレーラタイプの農作業機をけん引した農耕トラクタの 
公道走行を可能にします。 

～国土交通大臣の指定する農耕作業用自動車を指定する件の制定等について～ 

トレーラタイプの農作業機をけん引した農耕トラクタの公道走行が可能となるよう、こ

れまで車両としての位置付けが明確でなかった、トレーラタイプの農作業機を「農耕作業

用トレーラ」として国土交通大臣の指定する農耕作業用自動車に指定する等、所要の法令

の整備を行います。 
 
１．背景 

農業の生産性の向上の観点から、農耕トラクタが農作業機をけん引したままで公道を走行
できるよう農業者から要請されています。また、「規制改革推進に関する第５次答申～平成
から令和へ～多様化が切り拓く未来～」（令和元年６月６日規制改革推進会議）においても、
安全性の確保を前提とした上で公道走行が可能となる枠組みを早急に行う必要性について
取りまとめられました。これらを踏まえ、今般、以下の告示等の改正等を行います。 

 
２．改正告示・通達 
（１）国土交通大臣の指定する農耕作業用自動車を指定する件の制定 
（２）「大型特殊自動車又は小型特殊自動車に該当する自動車の判断基準について（依命通達）」

（平成９年３月 28日自技第 35 号）の一部改正 
（３）「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」（平成９年９月 19 日自技第 193

号）の一部改正 
（４）「道路運送車両の保安基準第 55 条第 1 項、第 56 条第 1 項及び第 57 条第 1 項に規定

する国土交通大臣が告示で定めるものを定める告示」（平成 15 年 9月 26 日国土交通省
告示第 1320 号）の一部改正 

 
３．改正概要（上記２．（１）～（４）に関し、それぞれ以下の改正等を行います。） 
（１）トレーラタイプの農作業機を「農耕作業用トレーラ」として、道路運送車両法施行規則

別表第一における、国土交通大臣の指定する農耕作業用自動車に指定します。 
（２）農耕作業用トレーラの判断基準として構造要件を規定します。 
（３）農耕トラクタ及び農耕作業用トレーラの基準緩和の取扱いを規定します。 
（４）農耕トラクタが農耕作業用トレーラをけん引したままで、公道の走行が可能となるよう、

制動装置等の基準について緩和できることとします。（詳細は別紙をご覧下さい。） 
 
４．施行日 

令和元年１２月２５日（各運輸局の基準緩和認定は来月を予定。） 
 

なお、本年１１月８日から１２月７日までに実施したパブリックコメントの結果等につきましては、
e-gov のホームページにて公表しています。 
https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=155190929&Mode=3 
 

 
 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 自動車局技術政策課 吉池、市川 
電話：03-5253-8111（内線 42216、42259） 
直通：03-5253-8590 FAX：03-5253-1639 
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令 和 ２ 年 １月 ２ ８ 日 

自動車局審査・リコール課 

整 備 課 

 

タカタ製エアバッグのリコール未改修車両を車検で通さない措置の拡大について 

１．背景 

タカタ製エアバッグについては、異常破裂し、金属片が飛散する不具合が発生しているた

め、平成 21 年以降、総台数 2,106 万台（令和元年 11 月末時点）のリコールを実施しており

ます。 

加えて、これらのリコール対象車のうち、特に異常破裂する危険性の高い車両であって未

改修のものを対象に平成 30 年 5 月 1 日より、車検で通さない措置を講じております。 

その対象は、①エアバッグの製造管理が不適切であったもの又は②国内で異常破裂したエ

アバッグと同じタイプであって生産から 9 年以上経過したものを搭載した車両としており

ます。 

今般、当該措置の開始から時間の経過とともに、国内で異常破裂したエアバッグと同じタ

イプを搭載した車両について、新たに生産から 9年以上経過したものがあること等から、こ

れらを、順次、車検で通さない措置の対象と致します。 

 

２．措置の概要 

施行日までにユーザーに対して改修の必要性について周知している、平成 30 年 4 月以前

にリコール届出されているものであって、次の未改修車を対象範囲として、令和 2 年 5 月 1

日より車検を通さないこととします（令和元年 11 月末時点で対象台数約 24 万台）。 

①エアバッグの製造管理が不適切であったもの 

②国内で異常破裂したエアバッグと同じタイプを搭載し、平成 25 年 4 月 1 日より前に製

作された自動車（＝生産から 9年以上経過したエアバッグを搭載した自動車）   

 

以降、上記と同様の考え方で未改修車両を自動的に車検停止の対象とします（令和元年 11 

月末時点で対象台数約 26 万台）（別紙１参照）。 

なお、現時点で対象としない未改修車両についても、不具合事例を収集し、危険性が高い 

と判断した場合には対象に追加します。 

 

 

 【お問い合わせ先】  

自動車局審査・リコール課 多田、片山 

代表：03-5253-8111 （内線：42363）、直通：03-5253-8597 

FAX：03-5253-1640 

国土交通省では、タカタ製エアバッグのリコール改修を促進するため、未改修車両を車検で

通さない措置の対象車両を令和 2年 5月 1日より順次拡大します。 
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別紙２ 

現行の対象範囲【平成３０年５月より施行】 

施行日までにユーザーに対して改修の必要性について周知している、平成 28 年 4 月

以前にリコール届出されているものであって、次の未改修車を対象範囲として、平成 30

年 5 月 1 日より車検を通さないこととします。 

① エアバッグの製造管理が不適切であったもの 

② 国内で異常破裂したエアバッグと同じタイプを搭載し、平成 23 年 4 月 1 日より前に

製作された自動車（＝生産から 9 年以上経過したエアバッグを搭載した自動車）  

[いすゞ自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

コモ  平成 13 年 6 月  ～ 平成 20 年 12 月 

[株式会社 SUBARU] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

レガシィ 平成 15 年 4 月  ～  平成 16 年 2 月 

インプレッサ 平成 16 年 1 月  ～  平成 19 年 4 月 

[ダイハツ工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ミラ 平成 14 年 12 月  ～  平成 19 年 11 月 

エッセ 平成 17 年 11 月  ～  平成 23 年 3 月 

ハイゼット 平成 16 年 11 月  ～  平成 22 年 5 月 

ハイゼット デッキバン 平成 17 年 1 月  ～  平成 19 年 11 月 

[トヨタ自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アベンシス／アベンシスワゴン 平成 15 年 9 月  ～  平成 20 年 5 月 

アルファード G／V／ハイブリッド 平成 14 年 5 月  ～  平成 20 年 3 月 

アレックス 平成 12 年 11 月  ～  平成 18 年 10 月 

イプサム 平成 13 年 4 月  ～  平成 20 年 12 月 

ヴィッツ 平成 14 年 12 月  ～  平成 20 年 12 月 

ヴェロッサ 平成 12 年 11 月  ～  平成 16 年 10 月 

ヴォクシー 平成 13 年 11 月  ～  平成 19 年 5 月 

ヴォルツ 平成 14 年 5 月  ～  平成 16 年 3 月 

オーハ゜ 平成 14 年 5 月  ～  平成 17 年 4 月 

ガイア 平成 13 年 4 月  ～  平成 16 年 8 月 

カローラ 平成 12 年 7 月  ～  平成 18 年 10 月 

カローラフィールダー 平成 12 年 7 月  ～  平成 18 年 9 月 
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カローラランクス 平成 12 年 8 月  ～  平成 18 年 10 月 

サクシード 平成 14 年 6 月  ～  平成 20 年 12 月 

ソアラ 平成 13 年 4 月  ～  平成 17 年 7 月 

ノア 平成 13 年 11 月  ～  平成 19 年 5 月 

ブレビス 平成 13 年 5 月  ～  平成 19 年 6 月 

プロボックス 平成 14 年 6 月  ～  平成 20 年 12 月 

ベルタ 平成 17 年 11 月  ～  平成 20 年 12 月 

マークⅡ 平成 12 年 9 月  ～  平成 16 年 10 月 

マークⅡブリット 平成 13 年 12 月  ～  平成 19 年 6 月 

ＲＡV４ J／L 平成 15 年 7 月  ～  平成 17 年 10 月 

ＷｉＬＬ サイファ 平成 14 年 9 月  ～  平成 17 年 7 月 

ＷｉＬＬ VS 平成 13 年 4 月  ～  平成 16 年 4 月 

[レクサス（トヨタ自動車株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ＳＣ４３０ 平成 17 年 8 月  ～  平成 19 年 12 月 

[日産自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

キューブ（Z10 型） 平成 12 年 8 月  ～  平成 14 年 8 月 

セフィーロ 平成 13 年 1 月  ～  平成 14 年 12 月 

リバティ 平成 13 年 4 月  ～  平成 16 年 10 月 

ブルーバードシルフィ 平成 13 年 4 月  ～  平成 17 年 12 月 

キャラバン 平成 13 年 5 月  ～  平成 20 年 12 月 

エクストレイル 平成 12 年 10 月  ～  平成 19 年 6 月 

ティアナ 平成 14 年 11 月  ～  平成 20 年 12 月 

ダットサン 平成 13 年 7 月  ～  平成 14 年 8 月 

サファリ 平成 14 年 1 月  ～  平成 19 年 6 月 

プレサージュ 平成 15 年 7 月  ～  平成 20 年 12 月 

フーガ 平成 16 年 10 月  ～  平成 20 年 12 月 

キューブ（Z12 型） 平成 20 年 11 月  ～  平成 24 年 2 月 

マーチ 平成 22 年 6 月  ～  平成 24 年 3 月 

バネット 平成 16 年 3 月  ～  平成 23 年 3 月 

[ビー・エム・ダブリュー株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

316ti 
平成 14 年 1 月  ～  平成 14 年 11 月 

318ti 

318i 平成 13 年 12 月  ～  平成 14 年 11 月 

318Ci 平成 14 年 2 月  ～  平成 14 年 12 月 

318i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 14 年 1 月  ～  平成 14 年 12 月 
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320i 平成 14 年 1 月  ～  平成 15 年 2 月 

325i 平成 14 年 1 月  ～  平成 14 年 11 月 

330i 平成 14 年 1 月  ～  平成 14 年 12 月 

330Ci 平成 14 年 2 月  ～  平成 14 年 12 月 

330Ci ｶﾌﾞﾘｵﾚ 平成 13 年 10 月  ～  平成 14 年 12 月 

M3 平成 14 年 2 月  ～  平成 14 年 12 月 

[本田技研工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アコード 平成 14 年 10 月  ～  平成 20 年 3 月 

アコードワゴン 平成 14 年 10 月  ～  平成 19 年 8 月 

インサイト 平成 21 年 1 月  ～  平成 23 年 3 月 

エアウェイブ 平成 17 年 3 月  ～  平成 22 年 8 月 

エディックス 平成 16 年 6 月  ～  平成 21 年 8 月 

エリシオン 
平成 16 年 4 月  ～  平成 23 年 3 月 

エリシオン プレステージ 

クロスロード 平成 19 年 2 月  ～  平成 22 年 8 月 

ザッツ 平成 14 年 1 月  ～  平成 19 年 6 月 

シビック 平成 17 年 8 月  ～  平成 22 年 8 月 

シビック ハイブリッド 平成 13 年 11 月  ～  平成 22 年 12 月 

シビック フェリオ 平成 12 年 8 月  ～  平成 17 年 7 月 

ステップワゴン 
平成 17 年 5 月  ～  平成 21 年 9 月 

ステップワゴン スパーダ 

ストリーム 平成 12 年 8 月  ～  平成 23 年 3 月 

ゼスト/ゼスト スパーク 平成 18 年 2 月  ～  平成 23 年 3 月 

パートナー 平成 18 年 3 月  ～  平成 22 年 1 月 

フィット 
平成 13 年 6 月  ～  平成 23 年 3 月 

フィット シャトル 

フリード 平成 20 年 5 月  ～  平成 20 年 12 月 

モビリオ 平成 13 年 11 月  ～  平成 20 年 4 月 

モビリオ スパイク 平成 14 年 9 月  ～  平成 20 年 4 月 

レジェンド 平成 16 年 9 月  ～  平成 23 年 2 月 

CR-V 平成 13 年 9 月  ～  平成 23 年 2 月 

ＦＣＸクラリティ 平成 20 年 5 月  ～  平成 22 年 8 月 

[HONDA OF AMERICA MFG.,INC.（本田技研工業株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

インスパイア/セイバー 平成 13 年 3 月  ～  平成 14 年 11 月 

エレメント 平成 15 年 4 月  ～  平成 17 年 6 月 

シビック ＧＸ 平成 13 年 2 月  ～  平成 16 年 3 月 
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[HONDA AUTOMOBILE(THAILAND)CO.,LTD.（本田技研工業株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

フィット アリア 平成 14 年 11 月  ～  平成 20 年 6 月 

[HONDA CANADA INC.（本田技研工業株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ラグレイト 平成 13 年 10 月  ～  平成 15 年 10 月 

MDX 平成 15 年 2 月  ～  平成 17 年 12 月 

[マツダ株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アテンザ 平成 14 年 3 月  ～  平成 19 年 11 月 

ＲＸ-８ 平成 15 年 2 月  ～  平成 15 年 6 月 

ボンゴ 平成 16 年 3 月  ～   平成 23 年 3 月 

ボンゴブローニイ 平成 16 年 3 月  ～  平成 22 年 7 月 

タイタン 平成 16 年 2 月  ～  平成 22 年 7 月 

[三菱自動車工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ランサー 平成 15 年 12 月  ～  平成 20 年 12 月 

アイ 平成 17 年 12 月  ～  平成 20 年 12 月 

トライトン 平成 18 年 8 月  ～  平成 22 年 4 月 

デリカ（商用車） 平成 16 年 3 月  ～  平成 23 年 3 月 
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今回追加となる対象範囲【令和２年５月より施行】 

施行日までにユーザーに対して改修の必要性について周知している、平成 30 年 4 月

以前にリコール届出されているものであって、次の未改修車を対象範囲として、令和 2年

5 月 1 日より車検を通さないこととします。 

① エアバッグの製造管理が不適切であったもの 

② 国内で異常破裂したエアバッグと同じタイプを搭載し、平成 25 年 4 月 1 日より前に

製作された自動車（＝生産から 9 年以上経過したエアバッグを搭載した自動車）  

[アウディジャパン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

A3 平成 17 年 5 月  ～ 平成 25 年 2 月 

A4 平成 16 年 11 月  ～ 平成 20 年 4 月 

A5 平成 21 年 6 月  ～ 平成 23 年 11 月 

A6 平成 16 年 6 月  ～ 平成 23 年 5 月 

S4 平成 16 年 12 月  ～ 平成 20 年 3 月 

S5 平成 22 年 6 月  ～ 平成 23 年 10 月 

S6 平成 18 年 6 月  ～ 平成 22 年 3 月 

Q5 平成 21 年 2 月  ～ 平成 24 年 8 月 

RS4 平成 18 年 6 月  ～ 平成 20 年 5 月 

RS6 平成 20 年 6 月  ～ 平成 22 年 6 月 

[いすゞ自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

コモ  平成 13 年 6 月  ～ 平成 24 年 5 月 

[ダイハツ工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

エッセ 平成 23 年 4 月  ～  平成 23 年 8 月 

[トヨタ自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アルファード ／ヴェルファイア 平成 20 年 4 月  ～  平成 25 年 3 月 

イプサム 平成 13 年 8 月  ～  平成 21 年 12 月 

ヴィッツ 平成 14 年 12 月  ～  平成 22 年 12 月 

オーリス 平成 18 年 10 月  ～  平成 24 年 7 月 

ガイア 平成 13 年 8 月 

カローラ 平成 12 年 8 月  ～  平成 12 年 12 月 

カローラアクシオ 平成 18 年 9 月  ～  平成 24 年 4 月 
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カローラフィールダー 平成 12 年 8 月  ～  平成 24 年 4 月 

カローラランクス 平成 12 年 8 月  ～  平成 13 年 4 月 

カローラルミオン 平成 19 年 9 月  ～  平成 25 年 3 月 

ノア／ヴォクシー 平成 19 年 6 月  ～  平成 25 年 3 月 

ブレイド 平成 18 年 12 月  ～  平成 24 年 4 月 

ブレビス 平成 13 年 8 月 

プロボックス／サクシード 平成 21 年 1 月  ～  平成 25 年 3 月 

ベルタ 平成 21 年 1 月  ～  平成 24 年 6 月 

マークⅡ 平成 12 年 10 月  ～  平成 13 年 2 月 

ＲＡV４ J／L 平成 15 年 7 月  ～  平成 15 年 8 月 

[日産自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

キューブ（Z10 型） 平成 12 年 8 月  ～  平成 14 年 8 月 

セフィーロ 平成 13 年 1 月  ～  平成 14 年 12 月 

リバティ 平成 13 年 4 月  ～  平成 16 年 10 月 

ブルーバードシルフィ 平成 13 年 5 月  ～  平成 17 年 12 月 

キャラバン 平成 13 年 5 月  ～  平成 24 年 6 月 

エクストレイル 平成 12 年 10 月  ～  平成 19 年 6 月 

ティアナ 平成 14 年 12 月  ～  平成 20 年 11 月 

ダットサン 平成 13 年 7 月  ～  平成 14 年 8 月 

サファリ 平成 14 年 1 月  ～  平成 19 年 6 月 

プレサージュ 平成 15 年 7 月  ～  平成 21 年 8 月 

フーガ 平成 16 年 10 月  ～  平成 21 年 10 月 

バネット 平成 22 年 8 月  ～  平成 25 年 3 月 

オッティ 平成 18 年 9 月  ～  平成 25 年 3 月 

キックス 平成 20 年 9 月  ～  平成 24 年 6 月 

[ビー・エム・ダブリュー株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

M6 ｸｰﾍﾟ 平成 24 年 7 月  ～  平成 25 年 3 月 

M6 ｶﾌﾞﾘｵﾚ 平成 24 年 2 月  ～  平成 25 年 1 月 

M6 ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 25 年 2 月 

[プジョー・シトロエン・ジャポン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

Ｃ３ 平成 22 年 3 月  ～  平成 25 年 3 月 

Ｃ４ 平成 23 年 5 月  ～  平成 25 年 3 月 

ＤＳ３ 平成 22 年 3 月  ～  平成 25 年 3 月 

ＤＳ４ 平成 23 年 6 月  ～  平成 25 年 3 月 

ＤＳ５ 平成 24 年 6 月  ～  平成 25 年 3 月 
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[フォルクスワーゲングループジャパン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

VW up! 1.0 / 55kW 平成 24 年 6 月  ～  平成 25 年 3 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.4 平成 19 年 2 月  ～  平成 19 年 8 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.6 平成 19 年 2 月  ～  平成 21 年 3 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.4 / 55kW 平成 19 年 8 月  ～  平成 19 年 9 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.4 / 63kW 平成 21 年 10 月  ～  平成 22 年 5 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.2 / 77kW 平成 22 年 5 月  ～  平成 25 年 3 月 

VW ｸﾛｽﾎﾟﾛ 1.2 / 77kW 平成 22 年 6 月  ～  平成 25 年 3 月 

VW ｺﾞﾙﾌ 1.4 / 90kW 平成 21 年 3 月  ～  平成 25 年 1 月 

VW ｺﾞﾙﾌ 1.4 / 118kW 平成 21 年 3 月  ～  平成 25 年 1 月 

VW ｺﾞﾙﾌ ｶﾌﾞﾘｵﾚ 1.4 / 118kW 平成 23 年 9 月  ～  平成 24 年 11 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ ｾﾀﾞﾝ 1.4T 平成 23 年 3 月  ～  平成 25 年 3 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ ｳﾞｧﾘｱﾝﾄ 1.4T 平成 23 年 2 月  ～  平成 25 年 3 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ ｳﾞｧﾘｱﾝﾄ 1.8T 平成 22 年 1 月  ～  平成 22 年 8 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ ｵｰﾙﾄﾗｯｸ 平成 24 年 4 月  ～  平成 24 年 11 月 

VW CC 1.8T 平成 24 年 5 月  ～  平成 25 年 1 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ CC 2.0T 平成 20 年 8 月  ～  平成 23 年 8 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ CC 3.6 V6 4M 平成 20 年 8 月  ～  平成 23 年 11 月 

VW ｼｬﾗﾝ 1.4 / 110kW 平成 23 年 2 月  ～  平成 25 年 3 月 

[本田技研工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アコード 平成 20 年 10 月  ～  平成 25 年 3 月 

インサイト 平成 21 年 1 月  ～  平成 25 年 3 月 

インスパイア 平成 19 年 11 月  ～  平成 24 年 7 月 

エリシオン 
平成 16 年 4 月  ～  平成 25 年 3 月 

エリシオン プレステージ 

オデッセイ 平成 15 年 10 月  ～  平成 20 年 9 月 

シビック 平成 17 年 9 月  ～  平成 22 年 8 月 

シビック ハイブリッド 平成 17 年 9 月  ～  平成 22 年 11 月 

シビック フェリオ 平成 12 年 8 月  ～  平成 12 年 11 月 

ストリーム 平成 12 年 10 月  ～  平成 25 年 2 月 

ゼスト/ゼスト スパーク 平成 23 年 5 月  ～  平成 24 年 6 月 

フィット 
平成 13 年 8 月  ～  平成 25 年 3 月 

フィット シャトル 

フリード 平成 21 年 1 月  ～  平成 25 年 3 月 

レジェンド 平成 16 年 9 月  ～  平成 24 年 6 月 

CR-V 平成 21 年 1 月  ～  平成 23 年 9 月 
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[HONDA CANADA INC.（本田技研工業株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

MDX 平成 15 年 9 月  ～  平成 18 年 1 月 

[マツダ株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

デミオ 平成 19 年 5 月   ～  平成 25 年 3 月 

ボンゴ 平成 22 年 8 月   ～  平成 25 年 3 月 

[三菱自動車工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アイ 平成 17 年 12 月  ～  平成 25 年 3 月 

デリカ（商用車） 平成 22 年 8 月  ～  平成 23 年 8 月 

デリカ D:5 平成 19 年 1 月  ～  平成 25 年 3 月 

トッポ 平成 18 年 8 月  ～  平成 25 年 3 月 

ランサー 平成 15 年 12 月  ～  平成 21 年 8 月 

トライトン 平成 18 年 8 月  ～  平成 22 年 4 月 

パジェロ 平成 18 年 8 月  ～  平成 25 年 3 月 

パジェロミニ 平成 20 年 8 月  ～  平成 24 年 6 月 

eK-WAGON・eK-SPORT 平成 18 年 7 月  ～  平成 25 年 3 月 

i-MiEV 平成 21 年 7 月  ～  平成 25 年 3 月 

 [メルセデス・ベンツ日本株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ビアノ／V350  平成 18 年 3 月  ～  平成 25 年 3 月 
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今回追加となる対象範囲【令和４年５月より施行】 

施行日までにユーザーに対して改修の必要性について周知している、令和 2 年 4 月

以前にリコール届出されているものであって、次の未改修車を対象範囲として、令和 4年

5 月 1 日より車検を通さないこととします。 

① エアバッグの製造管理が不適切であったもの 

② 国内で異常破裂したエアバッグと同じタイプを搭載し、平成 27 年 4 月 1 日より前に

製作された自動車（＝生産から 9 年以上経過したエアバッグを搭載した自動車）  

[ジャガー・ランドローバー・ジャパン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ディスカバリースポーツ 平成 26 年 9 月  ～  平成 27 年 3 月 

[トヨタ自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アベンシス／アベンシスワゴン 平成 15 年 9 月  ～  平成 20 年 10 月 

アルファード G／V／ハイブリッド 平成 14 年 5 月  ～  平成 15 年 12 月 

アルファード ／ヴェルファイア 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 12 月 

アレックス 平成 12 年 11 月  ～  平成 15 年 12 月 

イプサム 平成 13 年 4 月  ～  平成 15 年 12 月 

ヴェロッサ 平成 12 年 11 月  ～  平成 15 年 12 月 

オーハ゜ 平成 14 年 5 月  ～  平成 16 年 4 月 

ガイア 平成 15 年 1 月  ～  平成 15 年 12 月 

カローラ 平成 12 年 11 月  ～  平成 15 年 12 月 

カローラフィールダー 平成 12 年 11 月  ～  平成 15 年 12 月 

カローラランクス 平成 12 年 11 月  ～  平成 15 年 12 月 

カローラルミオン 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

ソアラ 平成 13 年 4 月  ～  平成 17 年 7 月 

ノア／ヴォクシー 平成 13 年 11 月  ～  平成 25 年 12 月 

ブレビス 平成 13 年 4 月  ～  平成 15 年 12 月 

プロボックス／サクシード 平成 14 年 6 月  ～  平成 26 年 8 月 

マークⅡ 平成 12 年 11 月  ～  平成 15 年 12 月 

マークⅡブリット 平成 13 年 12 月  ～  平成 15 年 12 月 

ＷｉＬＬ サイファ 平成 14 年 9 月  ～  平成 15 年 12 月 

ＷｉＬＬ VS 平成 13 年 4 月  ～  平成 15 年 12 月 

[レクサス（トヨタ自動車株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ＩＳ Ｆ 平成 26 年 1 月  ～  平成 26 年 7 月 

ＩＳ ２５０Ｃ 平成 26 年 1 月  ～  平成 26 年 8 月 
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ＳＣ ４３０ 平成 17 年 8 月  ～  平成 22 年 7 月 

 [日産自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

バネット 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

オッティ 平成 25 年 4 月 

[ビー・エム・ダブリュー株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

116i 平成 26 年 3 月  ～  平成 27 年 2 月 

118i 平成 27 年 2 月  ～  平成 27 年 3 月 

120i 平成 26 年 5 月  ～  平成 27 年 3 月 

M135i 平成 26 年 3 月  ～  平成 27 年 3 月 

220i 平成 26 年 1 月  ～  平成 27 年 3 月 

M235i 平成 25 年 11 月  ～  平成 27 年 3 月 

218i Active Tourer 平成 26 年 8 月  ～  平成 27 年 3 月 

218d Active Tourer 平成 27 年 2 月  ～  平成 27 年 3 月 

225i xDr. A.T. 平成 26 年 11 月  ～  平成 27 年 2 月 

218i Gran Tourer 平成 27 年 3 月 

218d Gran Tourer 平成 27 年 2 月  ～  平成 27 年 3 月 

320i 平成 24 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

320d 平成 24 年 6 月  ～  平成 27 年 3 月 

328i 平成 24 年 6 月  ～  平成 27 年 3 月 

335i 平成 25 年 3 月  ～  平成 26 年 11 月 

ActiveHybrid 3 平成 24 年 6 月  ～  平成 26 年 12 月 

320i ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 25 年 6 月  ～  平成 27 年 3 月 

328i ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 25 年 7 月  ～  平成 25 年 12 月 

335i ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 25 年 8 月  ～  平成 26 年 7 月 

420i 平成 25 年 11 月  ～  平成 27 年 3 月 

428i 平成 25 年 6 月  ～  平成 26 年 12 月 

435i 平成 25 年 6 月  ～  平成 27 年 2 月 

420i ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 26 年 3 月  ～  平成 27 年 3 月 

428i ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 26 年 3 月  ～  平成 27 年 2 月 

435i ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 26 年 3 月  ～  平成 27 年 3 月 

523i 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

523d 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

528i 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

535i 平成 25 年 8 月  ～  平成 27 年 1 月 

ActiveHybrid 5 平成 25 年 7 月  ～  平成 26 年 10 月 

523i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 25 年 6 月  ～  平成 27 年 3 月 

523d ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

528i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 2 月 
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535i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 1 月 

550i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 25 年 7 月 

528i ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 25 年 8 月 

640i ｸｰﾍﾟ 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

650i ｸｰﾍﾟ 平成 26 年 11 月  ～  平成 27 年 3 月 

640i ｶﾌﾞﾘｵﾚ 平成 26 年 1 月  ～  平成 27 年 2 月 

650i ｶﾌﾞﾘｵﾚ 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

640i ｸﾞﾗﾝ ｸｰﾍﾟ 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

650i ｸﾞﾗﾝ ｸｰﾍﾟ 平成 25 年 7 月  ～  平成 26 年 10 月 

X5 xDrive 35i 平成 25 年 11 月  ～  平成 27 年 2 月 

X5 xDrive 35d 平成 25 年 7 月  ～  平成 27 年 3 月 

X5 xDrive 50i 平成 25 年 9 月  ～  平成 27 年 2 月 

X6 xDrive 35i 平成 26 年 12 月  ～  平成 27 年 3 月 

X6 xDrive 50i 平成 26 年 10 月  ～  平成 27 年 1 月 

M3 平成 26 年 3 月  ～  平成 27 年 2 月 

M4 平成 26 年 3 月  ～  平成 27 年 3 月 

M5 平成 25 年 7 月  ～  平成 26 年 11 月 

M6 ｸｰﾍﾟ 平成 25 年 5 月 

M6 ｶﾌﾞﾘｵﾚ 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 5 月 

M6 ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 6 月 

X5M 平成 27 年 2 月 

[プジョー・シトロエン・ジャポン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

Ｃ３ 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

Ｃ４ 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 10 月 

ＤＳ３ 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

ＤＳ４ 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

ＤＳ５ 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 11 月 

[フォルクスワーゲングループジャパン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

VW up! 1.0 / 55kW 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.2 / 77kW 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 5 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.4 平成 19 年 2 月  ～  平成 19 年 5 月 

VW ﾎﾟﾛ 1.6 平成 19 年 2 月  ～  平成 19 年 5 月 

VW ｸﾛｽﾎﾟﾛ 1.2 / 77kW 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 4 月 

VW ｺﾞﾙﾌ ｶﾌﾞﾘｵﾚ 1.4 / 118kW 平成 25 年 5 月  ～  平成 26 年 2 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ ｾﾀﾞﾝ 1.4T 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 11 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ ｳﾞｧﾘｱﾝﾄ 1.4T 平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 6 月 

VW ﾊﾟｻｰﾄ ｵｰﾙﾄﾗｯｸ 平成 25 年 5 月  ～  平成 27 年 1 月 

VW CC 1.8T 平成 25 年 5 月  ～  平成 27 年 3 月 
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VW ﾃｨｸﾞｱﾝ 1.4 平成 26 年 12 月  ～  平成 27 年 3 月 

VW ﾃｨｸﾞｱﾝ 2.0T 平成 26 年 12 月  ～  平成 27 年 3 月 

VW ｼｬﾗﾝ 1.4 / 110kW 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

[本田技研工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アコード 平成 14 年 10 月  ～  平成 25 年 5 月 

アコードワゴン 平成 14 年 11 月  ～  平成 19 年 12 月 

インサイト 平成 21 年 4 月  ～  平成 26 年 3 月 

エアウェイブ 平成 17 年 3 月  ～  平成 17 年 12 月 

エリシオン 
平成 16 年 4 月  ～  平成 25 年 8 月 

エリシオン プレステージ 

クロスロード 平成 19 年 2 月  ～  平成 19 年 8 月 

ザッツ 平成 14 年 1 月  ～  平成 19 年 6 月 

シビック 平成 19 年 7 月  ～  平成 22 年 8 月 

シビック ハイブリッド 平成 13 年 12 月  ～  平成 21 年 9 月 

シビック フェリオ 平成 12 年 8 月  ～  平成 17 年 7 月 

ステップワゴン 平成 17 年 12 月  ～  平成 19 年 9 月 

ストリーム 平成 12 年 11 月  ～  平成 26 年 4 月 

ゼスト/ゼスト スパーク 平成 18 年 4 月  ～  平成 23 年 6 月 

フィット 
平成 13 年 6 月  ～  平成 27 年 3 月 

フィット シャトル 

フリード 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

フリード スパイク 平成 25 年 7 月  ～  平成 25 年 9 月 

モビリオ 平成 13 年 12 月  ～  平成 20 年 4 月 

モビリオ スパイク 平成 14 年 9 月  ～  平成 20 年 4 月 

CR-V 平成 13 年 9 月  ～  平成 23 年 11 月 

[HONDA OF AMERICA MFG.,INC.（本田技研工業株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

インスパイア/セイバー 平成 13 年 4 月  ～  平成 14 年 11 月 

エレメント 平成 15 年 2 月  ～  平成 17 年 10 月 

シビック ＧＸ 平成 13 年 3 月  ～  平成 15 年 3 月 

[HONDA AUTOMOBILE(THAILAND)CO.,LTD.（本田技研工業株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

フィット アリア 平成 14 年 11 月  ～  平成 20 年 8 月 
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[HONDA CANADA INC.（本田技研工業株式会社）] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ラグレイト 平成 13 年 10 月  ～  平成 16 年 3 月 

MDX 平成 15 年 3 月  ～  平成 18 年 1 月 

[マツダ株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アテンザ 平成 17 年 5 月   ～  平成 19 年 11 月 

デミオ 平成 19 年 5 月   ～  平成 26 年 9 月 

ボンゴ 平成 24 年 7 月   ～  平成 27 年 3 月 

タイタン 平成 16 年 3 月   ～  平成 18 年 5 月 

[三菱自動車工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

アイ 平成 25 年 4 月 

デリカ D:5 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

トッポ 平成 25 年 4 月 

パジェロ 平成 25 年 4 月  ～  平成 27 年 3 月 

eK-WAGON・eK-SPORT 平成 25 年 4 月 

i-MiEV 平成 25 年 10 月  ～  平成 27 年 3 月 

[メルセデス・ベンツ日本株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

V350  平成 25 年 4 月  ～  平成 26 年 6 月 
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今回追加となる対象範囲【令和６年５月より施行】 

施行日までにユーザーに対して改修の必要性について周知している、令和 4 年 4 月

以前にリコール届出されているものであって、次の未改修車を対象範囲として、令和 6年

5 月 1 日より車検を通さないこととします。 

① エアバッグの製造管理が不適切であったもの 

② 国内で異常破裂したエアバッグと同じタイプを搭載し、平成 29 年 4 月 1 日より前に

製作された自動車（＝生産から 9 年以上経過したエアバッグを搭載した自動車）  

[アウディジャパン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

TT 平成 27 年 6 月  ～ 平成 29 年 1 月 

R8 平成 28 年 3 月  ～ 平成 29 年 2 月 

[ジャガー・ランドローバー・ジャパン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

XE 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 1 月 

XF 平成 27 年 5 月  ～  平成 28 年 10 月 

F-PACE 平成 27 年 12 月  ～  平成 28 年 10 月 

ディスカバリースポーツ 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 10 月 

[トヨタ自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

カローラルミオン 平成 27 年 4 月  ～  平成 27 年 12 月 

[日産自動車株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

バネット 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 1 月 

[ビー・エム・ダブリュー株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

118i 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

118d 平成 28 年 3 月  ～  平成 29 年 3 月 

120i 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 2 月 

M135i 平成 27 年 6 月  ～  平成 28 年 3 月 

M140i 平成 28 年 8 月  ～  平成 29 年 3 月 

220i 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

M235i 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 4 月 

第二章　検査業務関係

-202-



 

M240i 平成 28 年 11 月  ～  平成 29 年 3 月 

218i Active Tourer 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

218d Active Tourer 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

225i xDr. A.T. 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 3 月 

225xe Active Tourer 平成 27 年 11 月  ～  平成 28 年 9 月 

218i Gran Tourer 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

218d Gran Tourer 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

220i Gran Tourer 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 10 月 

318i 平成 28 年 6 月  ～  平成 29 年 3 月 

320i 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

320d 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

330i 平成 27 年 8 月  ～  平成 28 年 5 月 

330e 平成 27 年 12 月  ～  平成 29 年 3 月 

340i 平成 27 年 7 月  ～  平成 28 年 9 月 

320d ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 29 年 3 月 

320i ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 27 年 5 月  ～  平成 28 年 7 月 

328i ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 27 年 8 月 

335i ｸﾞﾗﾝﾂｰﾘｽﾓ 平成 27 年 7 月 

420i 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

428i 平成 27 年 10 月  ～  平成 28 年 2 月 

435i 平成 27 年 8 月  ～  平成 27 年 11 月 

440i 平成 28 年 2 月  ～  平成 29 年 3 月 

420i ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

428i ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 27 年 5 月  ～  平成 27 年 11 月 

435i ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 27 年 5 月  ～  平成 27 年 12 月 

440i ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 28 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

523i 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 10 月 

523d 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 10 月 

528i 平成 27 年 5 月  ～  平成 28 年 6 月 

535i 平成 27 年 8 月 

550i 平成 27 年 8 月 

ActiveHybrid 5 平成 28 年 1 月  ～  平成 28 年 2 月 

523i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 10 月 

523d ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 10 月 

528i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 27 年 8 月  ～  平成 28 年 7 月 

535i ﾂｰﾘﾝｸﾞ 平成 27 年 5 月  ～  平成 28 年 7 月 

640i ｸｰﾍﾟ 平成 27 年 5 月  ～  平成 28 年 7 月 

650i ｸｰﾍﾟ 平成 27 年 8 月  ～  平成 29 年 3 月 

640i ｶﾌﾞﾘｵﾚ 平成 27 年 8 月  ～  平成 29 年 3 月 

640i ｸﾞﾗﾝ ｸｰﾍﾟ 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

650i ｸﾞﾗﾝ ｸｰﾍﾟ 平成 27 年 8 月  ～  平成 29 年 1 月 

X1 sDrive 18i 平成 27 年 11 月  ～  平成 29 年 1 月 
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X1 xDrive 18d 平成 28 年 7 月  ～  平成 29 年 2 月 

X1 xDrive 20i 平成 27 年 12 月  ～  平成 29 年 2 月 

X1 xDrive 25i 平成 27 年 12 月  ～  平成 29 年 1 月 

X3 xDrive 20i 平成 28 年 7 月 

X3 xDrive 20d 平成 28 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

X3 xDrive 28i 平成 28 年 11 月  ～  平成 28 年 12 月 

X4 xDrive 28i 平成 28 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

X4 xDrive 35i 平成 28 年 4 月  ～  平成 28 年 9 月 

X4 M40i 平成 28 年 2 月  ～  平成 29 年 3 月 

X5 xDrive 35i 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 11 月 

X5 xDrive 35d 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

X5 xDrive 40e 平成 27 年 7 月  ～  平成 29 年 3 月 

X6 xDrive 35i 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

X6 xDrive 50i 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

M2 平成 27 年 12 月  ～  平成 29 年 3 月 

M3 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

M4 平成 27 年 5 月  ～  平成 29 年 3 月 

M5 平成 27 年 10 月 

M6 ｸﾞﾗﾝｸｰﾍﾟ 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 7 月 

X5M 平成 27 年 8 月  ～  平成 29 年 3 月 

X6M 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

[プジョー・シトロエン・ジャポン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

Ｃ３ 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 12 月 

Ｃ４ 平成 27 年 5 月  ～  平成 29 年 3 月 

ＤＳ３ 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

ＤＳ４ 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 3 月 

ＤＳ５ 平成 27 年 8 月  ～  平成 29 年 2 月 

[フォルクスワーゲングループジャパン株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

VW up! 1.0 / 55kW 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 7 月 

VW cross up! 1.0 / 55kW 平成 27 年 7 月  ～  平成 28 年 7 月 

VW CC 1.8T 平成 27 年 4 月  ～  平成 27 年 12 月 

VW ﾃｨｸﾞｱﾝ 1.4 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 2 月 

VW ﾃｨｸﾞｱﾝ 2.0T 平成 27 年 5 月  ～  平成 28 年 3 月 

VW ｼｬﾗﾝ 1.4 / 110kW 平成 27 年 4 月  ～  平成 27 年 7 月 

[マツダ株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

ボンゴ 平成 27 年 4 月   ～  平成 28 年 6 月 
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[三菱自動車工業株式会社] 

通称名 対象となる車両の製造年月の範囲 

デリカ D:5 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 2 月 

パジェロ 平成 27 年 4 月  ～  平成 29 年 1 月 

i-MiEV 平成 27 年 4 月  ～  平成 28 年 6 月 

 

なお、現在、タカタ製エアバッグのリコールを届出している以下の自動車メーカー等におい

ては、今回の措置の対象となる車両はありません。 

 FCA ジャパン株式会社 

 Tesla Motors Japan 合同会社 

 ニコルレーシングジャパン合同会社 

 日野自動車株式会社 

 フェラーリ・ジャパン株式会社 

 フォード・ジャパン・リミテッド 

 McLaren Automotive Asia Pte Ltd 

 ＵＤトラックス株式会社 

第二章　検査業務関係

-205-



 
別
紙
３

 
自
動
車
メ
ー
カ
ー
問
い
合
わ
せ
先

 

自
動
車
メ
ー
カ
ー
名
（五

十
音
順
）
 

お
問
い
合
わ
せ
先

 ※
１

 
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
Ｕ
Ｒ
Ｌ

 ※
２

 

ア
ウ
デ
ィ
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

 
01

20
-5

98
-1

19
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.a
u
di

.c
o
.jp

/
jp

/
w

e
b/

ja
/
ac

c
es

so
ry

_s
e
rv

ic
e
/i

n
fo

_t
o
p/

re
c
al

l.h
tm

l 

い
す
ゞ
自
動
車
株
式
会
社

 
01

20
-1

19
-1

13
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.is
u
zu

.c
o
.jp

/
re

c
al

l/
 

Ｆ
Ｃ
Ａ
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

 
01

20
-7

12
-8

12
 

h
tt

p:
/
/
fc

ag
ro

u
pr

ec
al

lin
fo

.k
ir
.jp

/
R

in
fo

/s
e
ar

c
h/

in
de

x.
ph

p
 

株
式
会
社

S
U

B
A

R
U

 
01

20
-4

12
-2

15
 

h
tt

p:
/
/
re

c
al

l.s
u
ba

ru
.c

o
.jp

/
lq

sb
/ 

ジ
ャ
ガ
ー
・ラ

ン
ド
ロ
ー
バ
ー
・ジ

ャ
パ
ン
株
式
会
社

 

【ジ
ャ
ガ
ー
】
 

01
20

-9
2-

27
72

 
h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.ja
gu

ar
.c

o
.jp

/
o
w

ne
rs

h
ip

/
re

c
al

l.h
tm

l 

【ラ
ン
ド
ロ
ー
バ
ー
】
 

01
20

-9
2-

29
92

 
h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.la
n
dr

o
ve

r.
c
o
.jp

/
o
w

n
e
rs

h
ip

/
re

c
al

l-
in

fo
rm

at
io

n
.h

tm
l 

ダ
イ
ハ
ツ
工
業
株
式
会
社

 
08

00
-5

00
-0

18
2 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.d
ai

ha
ts

u
.c

o
.jp

/
in

fo
/r

e
c
al

l/
se

ar
c
h/

re
c
al

l_
se

ar
c
h
.p

h
p
 

T
es

la
 M

o
to

rs
 J

ap
an

 
合
同
会
社

 
01

20
-9

75
-2

14
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.t
e
sl

a.
c
o
m

/
jp

/
su

pp
o
rt

/
an

nu
al

-
an

d-
re

c
al

l-
se

rv
ic

e 

ト
ヨ
タ
自
動
車
株
式
会
社
【ト
ヨ
タ
】 

08
00

-7
00

-7
70

0 
h
tt

p:
/
/
w

w
w

.t
o
yo

ta
.c

o
.jp

/
re

ca
ll-

se
ar

ch
/
dc

/
se

ar
c
h
 

【Ｌ
Ｅ
Ｘ
Ｕ
Ｓ
】 

08
00

-5
00

-5
57

7 
h
tt

p:
/
/
le

xu
s.

jp
/
re

c
al

l/
 

ニ
コ
ル
・レ

ー
シ
ン
グ
・ジ

ャ
パ
ン
合
同
会
社

 
01

20
-6

99
-2

50
 

h
tt

p:
/
/
al

pi
n
a.

c
o
.jp

/
se

rv
ic

e
s/

re
ca

ll/
re

c
al

l-
in

fo
rm

at
io

n/
 

日
産
自
動
車
株
式
会
社

 
01

20
-9

41
-2

32
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.n
is

sa
n
.c

o
.jp

/
R

E
C

A
L
L
/
se

ar
c
h
.h

tm
l 

ビ
ー
・エ

ム
・
ダ
ブ
リ
ュ
ー
株
式
会
社

 
01

20
-9

54
-0

18
 

h
tt

p:
/
/
bm

w
-
ja

pa
n
.jp

/
af

te
r-

se
rv

ic
e
/
re

ca
ll_

se
ar

c
h
.h

tm
l 

日
野
自
動
車
株
式
会
社

 
01

20
-1

06
-5

58
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.h
in

o
.c

o
.jp

/
j/

se
rv

ic
e/

re
c
al

l/
in

de
x.

ph
p 

フ
ェ
ラ
ー
リ
・ジ

ャ
パ
ン
株
式
会
社

 
01

20
-6

88
-8

01
 

h
tt

ps
:/

/
au

to
.f
e
rr

ar
i.c

o
m

/
ja

_J
P
/
ow

n
e
rs

/c
ar

-
pa

rt
-s

e
rv

ic
e
s/

 

フ
ォ
ー
ド
モ
ー
タ
ー
カ
ン
パ
ニ
ー

 /
 P

C
I 
株
式
会
社

 
01

20
-1

25
-1

75
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.f
o
rd

-s
e
rv

ic
e
.c

o
.jp

/ 

フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
グ
ル
ー
プ
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

 
01

20
-5

09
-3

00
 

h
tt

p:
/
/
w

e
b.

vo
lk

sw
ag

en
.c

o
.jp

/
af

te
rs

e
rv

ic
e
/e

tc
/
re

c
al

l.h
tm

l 

プ
ジ
ョ
ー
・シ

ト
ロ
エ
ン
・ジ

ャ
ポ
ン
株
式
会
社

 
01

20
-5

5-
41

06
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.c
it
ro

e
n
.jp

/
se

rv
ic

es
/r

e
c
al

l/
 

本
田
技
研
工
業
株
式
会
社

  

H
O

N
D

A
 O

F
 A

M
E
R

IC
A

 M
F
G

.,I
N

C
. 

H
O

N
D

A
 A

U
T
O

M
O

B
IL

E
(T

H
A

IL
A

N
D

)C
O

.,L
T
D

. 

H
O

N
D

A
 C

A
N

A
D

A
 I
N

C
. 

01
20

-1
12

-0
10

 
h
tt

p:
/
/
re

c
al

ls
e
ar

ch
4
.h

o
n
da

.c
o
.jp

/
sq

s/
r0

0
1/

R
00

10
1
.d

o
?f

n=
lin

k.
di

sp
 

マ
ツ
ダ
株
式
会
社

 
01

20
-3

86
-9

19
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

2
.m

az
da

.c
o
.jp

/
se

rv
ic

e
/
re

ca
ll/

 

第二章　検査業務関係

-206-

http://www.isuzu.co.jp/recall/
http://fcagrouprecallinfo.kir.jp/Rinfo/search/index.php
http://recall.subaru.co.jp/lqsb/
http://www.toyota.co.jp/recall-search/dc/search
http://lexus.jp/recall/
http://alpina.co.jp/services/recall/recall-information/
http://bmw-japan.jp/after-service/recall_search.html
http://www.hino.co.jp/j/service/recall/index.php
http://www.citroen.jp/services/recall/


 
別
紙
３

 
自
動
車
メ
ー
カ
ー
問
い
合
わ
せ
先

 

三
菱
自
動
車
工
業
株
式
会
社

 
01

20
-3

24
-8

60
 

h
tt

ps
:/

/
re

c
al

l.m
it
su

bi
sh

i-

m
o
to

rs
.c

o
.jp

/
R

e
c
al

l/
js

pf
o
rw

ar
d.

do
?p

ag
e
=/

se
ar

ch
re

c
al

ls
ta

tu
s.

js
p&

pr
e
fi
x=

 

メ
ル
セ
デ
ス
・ベ

ン
ツ
日
本
株
式
会
社

 
01

20
-0

86
-8

80
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.m
e
rc

e
de

s-
be

n
z.

jp
/m

ys
e
rv

ic
e/

re
c
al

l/
se

ar
c
h/

in
de

x.
ht

m
l 

Ｕ
Ｄ
ト
ラ
ッ
ク
ス
株
式
会
社

 
01

20
-6

7-
23

01
 

h
t
tp
s:
//
re
ca
ll
se
ar
ch
.u
dt
ru
ck
s
.c
om
/
 

網
掛
け
は
、
車
検
で
通
さ
な
い
措
置
の
対
象
と
な
る
自
動
車
メ
ー
カ
ー
に
な
り
ま
す
。
 

※
１

 お
持
ち
の
車
が
今
回
の
措
置
の
対
象
に
な
る
か
ど
う
か
の
確
認
は
、
検
索
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
て
ご
確
認
頂
く
か
、
各
自
動
車
メ
ー
カ
ー
窓
口
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。
 

※
２

 
各
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
又
は
検
索
シ
ス
テ
ム
で
は
、
お
持
ち
の
車
の
リ
コ
ー
ル
届
出
状
況
等
に
つ
い
て
確
認
で
き
ま
す
。
「
車
台
番
号
」
が
必
要
に
な
り
ま
す
の
で
、

お
手
元
に
車
検
証
を
ご
用
意
く
だ
さ
い
。
 

第二章　検査業務関係

-207-

http://www.mercedes-benz.jp/myservice/recall/search/index.html


令 和 ２ 年 1 月 3 1 日 

自 動 車 局 技 術 政 策 課 

自 動 車 局 審 査 ・ リ コ ー ル 課 

 

乗用車等の衝突被害軽減ブレーキに関する国際基準を 

導入し、新車を対象とした義務付けを行います。 
～道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

「未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策」（令和元年６月18日、関係閣僚会

議）を受け、同年12月17日に発表を行った高齢運転者等による交通事故の削減に向けた車

両安全対策等の措置方針に基づき、乗用車等の衝突被害軽減ブレーキに関する国際基準

を導入し、世界に先駆けて新車を対象とした義務付けを行います。 

国土交通省自動車局では、自動車の安全基準等について、国際的な整合を図りつつ、順次、拡

充・強化を進めています。 

今般、「乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置に係る協定規則（第152号）」が、国連欧州経

済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において採択されたことに加え、「未就学児等及

び高齢運転者の交通安全緊急対策」に基づき、我が国においてもこの基準を導入するとともに、新

車を対象とした義務付けを行います。 

 

１． 保安基準等の主な改正項目（別紙参照） 

（１）専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ

及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10 人未満の

もの及び貨物の運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自

動車並びに被牽引自動車を除く。）であって車両総重量 3.5 トン以下のものには、協定規

則第 152 号に規定された要件に適合した乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置を備えな

ければならないこととする。 

 

（２）上記の改正について、以下のとおりの適用とする。 

 国 産 車 輸 入 車 

新 型 車 令和３年 11 月 令和６年７月 

継続生産車※ 令和７年 12 月 令和８年７月 

    ※軽トラックは令和９年９月 
 

 （３）上記のほか、所要の改正を行う。   

 

２．公布・施行 

公 布 ： 1月31日（本日） 

施 行 ： 公布の日 

 
※安全運転サポート車に搭載されている衝突被害軽減ブレーキなどの運転支援装置はあくまで安

全運転の支援であり、交通事故の防止や被害の軽減には役立ちますが機能には限界があり作動

しない場合もあります。機能を十分に理解した上で、過信せずに引き続き安全運転を心がけて

いくことが重要です。 

【自動車を安全に使うためには】https://www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/carsafety.html 
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 問い合わせ先 

  国土交通省自動車局 技術政策課   ：東海、伊原 

    電話 03-5253-8111（内線 42259） 03-5253-8591（直通）  

FAX  03-5253-1639 

  国土交通省自動車局 審査・リコール課：佐藤 

    電話 03-5253-8111（内線 42323） 03-5253-8596（直通）  

FAX  03-5253-1640 
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【別紙】 

 

装置型式指定規則及び道路運送車両法関係手数料規則の一部を改正する省令 

及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の 

一部を改正する告示について 
 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するため、

国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和さ

れた技術上の国際連合の諸規則の採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の

相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協

定規則」という。）について段階的に採用を進めているところである。 

今般、国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 178 回会合において、「乗用

車等の衝突被害軽減制動制御装置に係る協定規則（第 152 号）」が新たに採択された。 

これらを踏まえ、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、道路運送車両の保安基準の細

目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号。以下「細目告示」という。）等について、所要

の改正を行うこととする。 

 

※協定規則（原文）については次のとおり。 

https://www.unece.org/trans/main/wp29/wp29wgs/wp29gen/wp29rep.html 

 

２．改正の概要 

（１）装置型式指定規則の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

・ 型式指定の対象となる特定装置の種類に、乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置を追加する。 

・ 協定規則第 152 号に基づき認定された乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置は、型式指定を

受けたものとみなすこととする。 

 

（２）道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

特定装置としての乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置の保安基準適合性についての審査を

受けるに際して独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案してそ

れぞれ定める。 

 

（３）細目告示の一部改正 

専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）であって乗車定員 10人未満のもの及び貨物の

運送の用に供する自動車（三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車

を除く。）であって車両総重量 3.5 トン以下のものには、協定規則第 152 号に規定された要件に

適合した乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置を備えなければならないこととするほか、所要の

改正を行う。 
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（４）道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な事項

を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）の一部改正 

（３）の改正について、新型車は令和３年 11 月（輸入自動車は令和６年７月）から、継続生産

車は令和７年 12月（輸入自動車は令和８年７月、貨物の運送の用に供する軽自動車は令和９年９

月）から適用対象とするほか、所要の改正を行う。 

 

（５）その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係告示について所要の改正を行う。 

 

 

３．スケジュール 

 公 布：令和２年１月 31 日 

 施 行：公布の日 
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                          令和２年３月１０日 

自動車局自動車情報課 
 

 

新たな地域名表示（ご当地ナンバー）による 
地方版図柄入りナンバープレートの交付開始日決定！ 

～ つけて走って広げよう、地域の魅力！～ 
 

 

新たな地域名表示（ご当地ナンバー）による 17 地域の地方版図柄入りナンバープレート 

について、この度、交付開始日等を決定しましたので、お知らせいたします。 

導入地域においては、交付開始日以降、新車・中古車の購入時はもちろん、現在お乗り

の自動車の車検時などいつでも地方版図柄入りナンバープレートへの変更が可能です。

※ 図柄なしのご当地ナンバーについても同様の扱いとなります。 

 

１．交付開始日 

  令和２年５月１１日（月） 

 

２．事前申込み開始日 

  令和２年４月１３日（月） 

ご自身でウェブサイト（http://www.graphic-number.jp）からお申込みいただくか、

もしくは、お近くのディーラー・整備工場等にご相談ください。 

 

３．新たな地域名表示（ご当地ナンバー） 

  知床・苫小牧・弘前・白河・松戸・市川・船橋・市原・江東・葛飾・板橋・上越 

 伊勢志摩・四日市・飛鳥・出雲・高松  

※ 導入地域については、別紙１の通り 

 

４．料金について 

  ４月上旬を目途に公表予定 

 

５．地域の取組みへの寄付金の活用 

  フルカラーの図柄入りナンバープレートの申込み時にいただいた寄付金（1,000 円

以上）は、導入地域における交通改善、観光振興などに資する取組みに活用されます。 

 

（参考）各地域の具体的なデザインについては別紙２をご確認ください。 

 

【問い合わせ先】自動車局 自動車情報課 浪川・尼寺・青柳 

電話：03-5253-8111（内線:41145、42103）直通：03-5253-8588 FAX：03-5253-1639 
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新たな地域名表示（ご当地ナンバー）による地方版図柄入りナンバープレートデザイン

＜知床の雄大な自然＞ ＜ｳﾄﾅｲ湖とｱｲｽﾎｯｹｰの街＞ ＜弘前城･桜色のお堀と岩木山＞ ＜春の小峰城＞

＜松戸の風景＞ ＜市川の梨と街と江戸川＞ ＜梨とｱﾝﾃﾞﾙｾﾝ公園＞ ＜菜の花と桜と里山ﾄﾛｯｺ＞

＜東京ｹﾞｰﾄﾌﾞﾘｯｼﾞ＞ ＜菖蒲･川･ｶﾜｾﾐ＞ ＜躍動感溢れるｶﾗﾌﾙな木･花･鳥＞ ＜上杉謙信と桜＞

＜吹き行く魅力＞ ＜輝く四日市＞ ＜朱雀＞ ＜八岐大蛇＞

＜高松港から屋島を望む＞
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問い合わせ先：国土交通省自動車局審査・リコール課 

寺戸、村井 

代表：03-5253-8111（内線）42352 

直通：03-5253-8597、FAX：03-5253-1640 

令 和 ２ 年 ３ 月 １ ９ 日 

自 動 車 局 審 査 ・ リ コ ー ル 課 

 

「運転支援システム」を過信・誤解しないでください！ 

～ 運転支援システムの機能の限界と過信の危険性を啓発するビデオを作成・公表しました ～ 

 

１．「運転支援システム」とは 
ドライバーの適切な周辺監視の下、高速道路等において、速度や前走車との車間距離を自動

制御する装置（全車速追従クルーズコントロール）、車線の中央付近を走行するよう自動制御する

装置（車線維持支援装置）等です。適切に使用すれば、運転者の負荷を軽減します。 
 
 
 
 
 
 
 

２．「運転支援システム」の機能の限界 
運転支援システムには機能の限界があり、故障していない場合でも、使用する環境や条件によ

っては、作動しない（または使用中に突然機能が停止する）ことがあります（別紙参照）。 
その結果、衝突に至った場合でも、安全運転の責任は運転者にあります。 

 
３．自動車ユーザーの皆様へ 
● 運転支援システムは、システムが周辺監視や全ての運転操作を行う「自動運転」ではなく、あ

くまでも、アシスト機能です。 
● 運転支援システムを過信せず、取扱説明書を読み、作動条件等を正しく理解して、使用してく

ださい。（ビデオにあるとおり、過信していると、突然機能が停止した場合等に、衝突を回避でき

ません。） 
 

 

 

 

 

  

近年、「運転支援システム」を搭載した自動車が普及していますが、これらのシステムには機

能の限界があり、故障していない場合でも、使用する環境や条件によっては作動しません。 
国土交通省では、自動車ユーザーの皆様にこれらのことをご理解いただくための啓発ビデオ

を作成し、YouTube 国土交通省公式アカウントに公開しました。 

＜啓発ビデオの公開ページへのリンク＞ 

国土交通省自動車局審査・リコール課 YouTube 公式アカウント  

https://youtu.be/cRJkvgl3eSA  
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（別紙） 

 

１．運転支援システムが作動しない状況の例 （過信すると、事故が生じやすい例） 

・ クルマの急な割り込み 
・ 車線の白線が障害物や雪等で見えない場合 
・ 雨・雪・霧などの悪天候 
  
  
   
  
 
 
 
 

※ 運転支援システムは、車両に搭載されたカメラやレーダー等で周辺を監視することにより制御を行います。このため、

カメラ等が適切に作動しない条件（悪天候、目標となる白線が隠れている、死角から急に割り込まれる等）では、システ

ムが周辺の状況を正しく認識できず、制御を続けることが困難となり、突然制御が停止することや、不適切な制御を行

うことがあります。 

 
２．運転支援システムの機能を誤解している例 （大変危険です！道路交通法違反となります。） 

・ 運転支援システム作動中における以下のような行為は、大変危険であり、道路交通法違反

となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３．自動車ユーザーの皆様へ 

● 自動車メーカーでは、運転支援システムを高速道・自動車専用道で使用することを推奨してい

ます。一般道では、思わぬ事故につながることがありますので使用しないください。っ 

● 運転支援システムには機能の限界があり、故障していなくても、条件によっては、作動しない

ことや、使用中に突然機能が停止することがあります。その結果、衝突に至った場合でも、安全

運転の責任は運転者。 

● 運転支援システムはあくまでもアシスト機能です。運転者は、運転支援システムを過信せず、

取扱説明書を読み、作動条件等を把握して、適切に使用してください。 
 

急な割り込み（全車速追従クルーズコントロール使用中） 白線を検知できない場合（車線維持支援装置使用中） 

ナビ画面の注視 携帯電話の操作 
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令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 

自動車局技術政策課 

自動運転車に関する安全基準を策定しました！ 
～自動運転車のステッカーのデザインも決定～ 

 

安全な自動運転車の開発・実用化・普及を図るため、自動運転車の安全性能やその作動状態の

記録項目等を定めた安全基準を策定するとともに、周囲に自動運転車である旨を分かりやすく表示

するために車体に貼付するステッカーのデザインを決定しました。 

                                                                                                                                                                                                                                                                

１．背 景 

昨年 5 月に公布された「道路運送車両法の一部を改正する法律」（令和元年法律第 14 号）により、

国が定める保安基準の対象装置に「自動運行装置」※１が追加されました。当該部分に係る規定が本

年４月１日に施行されることを受けて、今般、「道路運送車両の保安基準」（昭和 26 年運輸省令第

67 号）等について所要の改正等を行い、自動運行装置の安全基準等を策定しました。 

 

２．概 要 

自動運行装置の安全基準 

［性能］ 

(1) 走行環境条件※２内において、乗車人員及び他の交通の安全を妨げるおそれがないこと 

(2) 走行環境条件外で、作動しないこと 

(3) 走行環境条件を外れる前に運転操作引継ぎの警報を発し、運転者に引き継がれるまでの間、

安全運行を継続するとともに、引き継がれない場合は安全に停止すること 

(4) 運転者の状況監視のためのドライバーモニタリングを搭載すること 

(5) 不正アクセス防止等のためのサイバーセキュリティ確保の方策を講じること  等 

［作動状態記録装置］ 

自動運行装置の ON/OFF の時刻、引継ぎ警報を開始した時刻、運転者が対応可能でない状態

となった時刻等を６ヶ月間にわたり（又は２５００回分）記録できること 

［外向け表示］ 

自動運転車であることを示すステッカーを車体後部に貼付 

（メーカーに要請） 

 

走行環境条件の付与手続き 

(1)場所、天候、速度など自動運転が可能となる状況等を記載した申請書等を国土交通大臣に提出 

(2)国土交通大臣は当該状況における自動運行装置の性能が保安基準に適合すると認めたときは

条件を付与 

その他 

無人移動サービス車の実用化等においても基準緩和認定制度を活用できるよう措置  等 

 
 

                    
【お問い合わせ先】 

自動車局 技術政策課 笹本・今村・池田・加隈・東田 

電話：03-5253-8111（内線 42255）、03-5253-8591（直通）  
FAX：03-5253-1639 

※１ プログラムにより自動的に自動車を運行させるための装置 

※２ 場所（高速道路のみ等）、天候（晴れのみ等）、速度など自動運

転が可能な条件。 この条件はシステムの性能によって異なる 

※詳細は別添１・２を参照 
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令 和 ２ 年 ３ 月 

自 動 車 局 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令等について 
 

１．改正の背景 

昨年 5 月 24 日に公布された道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第 14 号。以下「改

正法」という。）は、安全な自動運転車等の開発・実用化・普及を図るため、道路運送車両の保安基準

（昭和 26年運輸省令第 67 号。以下「保安基準」という。）の対象装置への「自動運行装置」の追加等

の内容の改正を行うものである。当該追加に関する改正法の規定の施行期日は公布の日から起算して

１年を超えない範囲内とされており、施行に向けて当該装置等の保安基準等について策定する必要が

あることから、所要の改正等を行う。 

 

２．改正の概要 

[省令] 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令 

（１）保安基準の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

・自動運行装置を備える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを

有する軽自動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）は、プログラムに

よる当該自動車の自動的な運行の安全性を確保できるものとして、機能、性能等に関し告示で定め

る基準に適合するものでなければならないものとする。 

・自動車の電気装置（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自

動車、大型特殊自動車並びに小型特殊自動車を除く。）は、サイバーセキュリティを確保できるもの

として、性能に関し告示で定める基準に適合するものでなければならないこととする。 

・自動車の電気装置（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自

動車、大型特殊自動車、小型特殊自動車並びに被牽引自動車を除く。）は、当該装置に組み込まれた

プログラム等を確実に改変できるものとして、機能及び性能に関し告示で定める基準に適合するも

のでなければならないものとする。 

・原動機付自転車について専ら歩道のみを走行するものを緩和措置の対象としていたが、歩道以外を

走行するものも緩和措置の対象とする。 

 

（２）道路運送車両法施行規則の一部改正 

走行環境条件の付与の手続きに関する規定を追加するほか、所要の改正を行う。 

[走行環境条件の付与の手続きの概要] 

・走行環境条件の付与を申請する者は、「自動運行装置が使用される状況（場所、気象、交通等）」等
を記載した申請書、申請に係る装置が以下に適合することを証する書類等を国土交通大臣に提出
すること。 

－申請書に記載された状況で使用されるものと仮定した場合おいて、自動運行装置に係る保安基

準に適合するものであること。 

・国土交通大臣は、不正の手段により付与を受けたとき等には、条件の付与を取り消すことができる。 
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（３）装置型式指定規則の一部改正 

   型式指定の対象となる特定装置の種類に、自動運行装置等を追加する。 

 

（４）道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

特定装置としての自動運行装置等の保安基準適合性についての審査を受けるに際して独立行

政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案して定める。 

 

（５）その他の関係省令の一部改正 

上記のほか、関係省令について所要の改正を行う。 

 

 

[告示] 

（１）道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

以下の改正のほか、所要の改正を行う。 

①道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 ※要件の詳細は別紙 

・自動運行装置について、走行環境条件内外での安全性能やドライバーモニタリング機能等に係

る要件を規定する。 

・上記のうち、高速道路等での低速自動運行装置に係る詳細要件を別添技術基準に規定する。 

・作動状態記録装置について、記録項目、保存期間等を別添技術基準に規定する。 

・サイバーセキュリティシステムについて、車両のリスクアセスメント（リスクの特定・分析・評

価）を行うこと等を別添技術基準に規定する。 

・プログラム等改変システムについて、危険及び無効なプログラム改変を防止するための改変の

確実性・整合性の確保等を別添技術基準に規定する。 

・走行環境条件の付与の際に適用する基準を明確化する規定を追加する。 

 

②道路運送車両の保安基準第２章及び第３章の規定の適用関係の整理のために必要な事項

を定める告示の一部改正 

・自動運行装置に係る保安基準の一部について、代替策を講じることで当該基準を適用除外とす

る措置を講じる。 

 

③道路運送車両の保安基準第 55 条第１項、第 56 条第１項及び第 57 条第１項に規定する国

土交通大臣が告示で定めるものを定める告示の一部改正 

・自動運転の実証実験に係る自動車についての基準緩和認定制度について、事業化の際など実証

実験以外の場合にも適用できることとする。 

・原動機付自転車については、実証実験の場合に、同様の緩和措置を可能とする。 

 

（２）サイバーセキュリティ業務管理システムの適合証明に関する規程の制定 

国土交通大臣による、申請者のサイバーセキュリティを確保するための業務管理システム（リ

スクアセスメントの実施などに関する組織的な管理体制・方法等）の適合証明書の交付手続きに係

る規定の整備を行う。 
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（３）サイバーセキュリティ業務管理システムの適合証明実施要領の制定 

上記（２）に基づき、サイバーセキュリティ業務管理システムの適合証明の詳細及び当該シス

テムの技術基準について規定する。   ※技術基準の詳細は別紙 

 

 

３．スケジュール 

 公 布：令和２年３月 31 日 

 施 行：令和２年４月１日 
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 [自動運行装置の要件の概要] 

 自動運行装置の作動中、乗車人員及び他の交通の安全を妨げるおそれがないものであること。 

 運転者の意志ある操作により作動及び停止を行うことができるものであること。 

 自動運行装置の作動中、走行環境条件を満たさなくなる場合、運転者に対し運転操作を促す警報を

発し、運転者が当該警報に従って運転操作を行わないときは車両を安全に停止するものであること。

警報は、原則、走行環境条件を満たさなくなる前に十分な時間的余裕をもって発するものであること。 

 他の交通又は障害物との衝突のおそれがある場合には、衝突を回避するか又は衝突時の被害を最大

限軽減するための制御を行うことができるものであること。 

 走行環境条件を満たしていない場合又は自動運行装置が正常に作動しないおそれがある場合に当該

装置が作動しないこと。 

 自動運行装置の作動状況を運転者が容易かつ確実に認知できるよう表示するものであること。 

 自動運行装置の作動中、運転者が警報に従って運転操作を行うことができる状態にあるかどうかを

常時監視し、運転者が当該状態にない場合には、その旨を運転者に警報するものであること。 

 自動運行装置が正常に作動しないおそれがある場合、その旨を運転者に視覚的に警報するものであ

ること。 

 自動運行装置の機能について冗長性をもって設計されていること。 

 

 

[高速道路等における低速自動運行装置を備える自動車の技術基準の概要] 

 システムが作動する最高速度は 60km/h であること。 

 センサーによる前方検知範囲は少なくとも 46m 以上であること。側方検知範囲は少なくとも自車の

隣接車線の全幅を検知できるものであること。 

 走行車線内での走行を維持し、かつ、いかなる車線表示も越えることがないこと。 

 前方車両との車間距離は、急な割り込みなど一時的に遵守できない場合を除き、自車速度に応じた

所定の距離以上であること。 例：6.7m（20km/h の場合）、15.6m（40km/h の場合） 

 運転者が警報に従って運転操作を行うことができる状態にあるかどうかを、運転者のまばたき、閉

眼、顔・体の動き等により判断すること。 

 実車試験により各機能要件を確認するとともに、シミュレーション試験により、走行環境条件内に

おいて、システムが周囲の交通状況に応じて適切な制御を行い、合理的に予見可能で防止可能な衝突

を起こさないことを証明すること。 
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[作動状態記録装置の技術基準の概要] 

 記録項目 

－システムの作動状況が別の状況に変化した時刻 

－システムによる引継ぎ要求が発せられた時刻 

－システムがリスク最小化制御を開始した時刻 

－システムの作動中に運転者がハンドル操作などによりオーバーライドを行った時刻 

－運転者が対応可能でない状態となった時刻 

－システムが故障のおそれのある状態となった時刻 

 保存期間等 

－６か月間又は 2500 回分 

 保存された記録は、市販されている手段又は電子通信インターフェースにより取得できること。 

 保存された記録が改ざんされないよう適切に保護されていること。 

 

 

[サイバーセキュリティシステムの技術基準の概要] 

 車両のシステム間および外部システムとの相互関係を考慮し、車両のリスクアセスメント（リスク

の特定・分析・評価）を行うとともに、リスクへの適切な対処・管理を行うこと。 

 セキュリティ対策の有効性を検証するための適切かつ十分な試験を実施すること。 

 

 

[プログラム等改変システムの技術基準の概要] 

 危険及び無効なプログラムの改変を防止できるようプログラム等の改変の確実性及び整合性を確保

しなれければならない。 

 型式に関連するプログラム等のバージョン（識別番号）は、車載式故障診断装置の読み取り部分（OBD

ポート）等の電子通信インターフェースを使用して容易に読み出すことができ、また、不正な変更か

ら保護されていること。 

 無線によるプログラム等の改変を行う機能を有する場合には、上記要件に加え、以下の要件を満た

すものでなければならない。 

－失敗又は中断した場合に、車両を改変前の状態に復元又は安全な状態にできるものであること。 

－車両が無線改変に必要な電力を有している場合にのみ、無線改変を実行できるものであること。 

－改変の目的、内容、所要時間、成否等の情報が使用者等に通知されるものであること。 

 

 

 [サイバーセキュリティ業務管理システムの技術基準の概要] 

サイバーセキュリティ業務管理システムは、開発・生産・生産後の各段階を考慮したものであること。 

リスク評価の実施や当該評価を最新状態に保つことなどにより、セキュリティが十分に確保されるも

のであること（自動車製作者等が契約したサプライヤー等においても同様）。 
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令 和 ２ 年 ５ 月 2 9 日 

自 動 車 局 技 術 政 策 課 

自 動 車 局 審 査 ・ リ コ ー ル 課 

 

 

バスの座席の取付け方法に関する基準を改正します 
～道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

バスの客席に備えられる座席の取付け方法に関して、国際基準において試験方法が改

正されたことを踏まえ、我が国でも関連告示等の改正を行いました。 

自動車局では、自動車の安全基準等について、国際的な整合を図りつつ、安全性等を確保する

ため、順次、拡充・強化を進めています。 

今般、国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において、「大型車座席に係

る協定規則（第80号）」等の改訂が採択され、自動車の衝突を想定した場合等において、走行方向

に移動することを防止できるよう車両構造に確実に取り付けられていない場合には、乗員保護及び

座席の取付け方法の試験について静的試験が禁止されること等の改正が行われました。これらを

踏まえ、我が国でも、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の改正を行いました。 

 

 

１． 保安基準等の主な改正項目（別紙参照） 

【大型車座席】 

協定規則第 80 号に対応する自動車に備えられた座席（主に大型バスの客席）について、

自動車の衝突を想定した場合等において、座席が走行方向に移動することを防止できるよ

う車両構造に確実に取り付けられていない場合には、乗員保護及び座席の取付け方法の試

験について静的試験を禁止する等の改正を行う。 

【その他】 

   上記のほか、所要の改正を行う。   

 

 

２．公布・施行 

公 布 ： ５月29日（本日） 

施 行 ： 公布の日 

 
 

 問い合わせ先 

  国土交通省自動車局 安全・環境基準課   ：東海、杉本 

    電話 03-5253-8111（内線 42532） 03-5253-8602（直通）  

FAX  03-5253-1636 

  国土交通省自動車局 審査・リコール課：佐藤 

    電話 03-5253-8111（内線 42323） 03-5253-8596（直通）  

FAX  03-5253-1640 

第二章　検査業務関係

-225-



【別紙】 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の 

一部を改正する告示について 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を

確保するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能

な装置及び部品に係る調和された技術上の国際連合の諸規則の採択並びにこれらの

国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定」に

平成 10 年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）につ

いて段階的に採用を進めているところである。 

今般、国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 179 回会合に

おいて、「大型車座席に係る協定規則（第 80 号）」等の改訂が採択された。 

これを踏まえ、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通

省告示第 619 号）等について、所要の改正を行うこととする。 

２．改正の概要 

（１）道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

協定規則第 80 号に対応する自動車に備えられた座席（主に大型バスの客席）

について、自動車の衝突を想定した場合等において、座席が走行方向に移動する

ことを防止できるよう車両構造に確実に取り付けられていない場合には、乗員保

護及び座席の取付け方法の試験について静的試験を禁止する等の改正を行うほ

か、所要の改正を行う。 

（２）道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理の

ため必要な事項を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）の一

部改正 

（１）について、新型車は令和３年９月から、継続生産車は令和４年９月から

適用対象とするほか、所要の改正を行う。 

（３）装置型式指定規則第五条及び共通構造部型式指定規則第五条の二の国

土交通大臣が告示で定める国を定める告示（平成 13 年国土交通省告示第

1088 号）の一部改正 

協定規則第 80 号の規則番号を引用している部分を改めるほか、所要の改正を

行う。 

３．スケジュール 

 公 布：令和２年５月 29 日 

 施 行：公布の日 
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令 和 ２ 年 ６ 月 ３ ０ 日 

自動車局安全・環境基準課 

 

乗用車等の排出ガス・燃費性能の評価方法を改訂します 

～道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

 

 

 

 

 自動車の環境基準について、国際的な整合性を図り大気環境の保全等を確保するため、

我が国は国際連合の「車両等の世界的技術規則協定」に平成 11 年に加入し、現在、国際

的な技術基準である「世界技術規則」について議論を行っているところです。 

乗用車等の排出ガス・燃費試験法においては、平成 28 年 10 月に、世界技術規則第 15

号の「乗用車等の国際調和排出ガス・燃費試験法」（以下「WLTC モード※法」という。）を

国内導入したところですが、今般、令和元年 6月の国連欧州経済委員会自動車基準調和世

界フォーラム（WP29）第 178 回会合において、WLTC モード法の改訂が採択されました。 

これを踏まえ、我が国において当該改訂後の WLTC モード法による排出ガス・燃費性能

の評価等を実施するため、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土

交通省告示第 619 号。）及び道路運送車両の保安基準第 2 章及び第 3 章の規定の適用関係

の整理のため必要な事項を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）について改

正を行いました。 

※WLTC モード：市街地、郊外、高速道路の各走行モードを平均的な使用時間配分で構成した国際的な走行 

モード。 

 

１．改正の概要  

○ 超小型モビリティのように、最高速度が制限された電気自動車について、車両に適

した走行モードを規定 

○ シャシダイナモメータ上で試験走行を行ったときの実際の車速と目標車速との乖離

を表す指標について、より正確に走行モードに追従するよう許容幅の要件を規定 

○ その他、所要の改正 

 

２．公布・施行・適用義務化  

公布・施行 令和２年６月３０日 

適用義務化 令和３年１０月１日（新型車） 

国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 178 回会合において採

択された排出ガス・燃費性能の評価方法（WLTC モード法）の改訂を我が国に取り入れるた

め、本日、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等を改正しました。 

【お問い合わせ先】 

          

自動車局安全・環境基準課 河野、菊野 

代表 03-5253-8111（内線：42522） 

直通 03-5253-8603 FAX  03-5253-1636 
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